
 

 

平成 22 年 12 月 22 日 

各 位 

会 社 名  SBI ネットシステムズ株式会社 

代 表 者 名  代表取締役社長 内山 昌秋 

（コード番号 2355 東証マザーズ） 

問 い合 せ先  経 営 企 画 部 長 前田 真嗣 

電 話 番 号  03-5206-3081（代表） 

    

((((訂正訂正訂正訂正))))    「「「「平成平成平成平成 19191919 年年年年 3333 月期月期月期月期    中間決算短信中間決算短信中間決算短信中間決算短信((((連結連結連結連結）」）」）」）」のののの一部訂正一部訂正一部訂正一部訂正についてについてについてについて    

 

当社は、平成 22 年 12 月 10 日付「外部調査委員会調査報告書の受領に関するお知らせ」において、過

年度決算訂正につきまして、確定次第速やかに開示する旨、お知らせいたしました。 

このたび、その具体的な訂正内容が確定いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

なお、訂正箇所が多岐にわたっており正誤表による形式では分かりづらくなることから、訂正前と訂正後の

全文をそれぞれ添付し、訂正箇所には下線  を付して表示しております。 

 

記 

1． 訂正の経緯 

平成 22 年 7 月 28 日付「当社の前身である旧株式会社シーフォーテクノロジーにおける会計処理に関

する調査委員会の設置について」及び平成 22 年 12 月 10 日付「外部調査委員会調査報告書の受領に

関するお知らせ」をご参照ください。 

 

2． 訂正を行う決算短信の概要 

決算期  平成 19 年 3 月期 中間 

公表日  平成 18 年 11 月 17 日 

 

以 上 
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平成18年11月17日

 

 

 

 

 

 
  
1. 平成19年３月中間期の連結業績（平成18年４月１日～平成18年９月30日） 
 (1) 連結経営成績                           (注)百万円未満切捨 

 
  

 

 
  
 (2) 連結財政状態 

 

 
  
 (3) 連結キャッシュ・フローの状況 

 
  
 (4) 連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

 
  
 (5) 連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

 
  
2. 19年３月期の連結業績予想（平成18年４月１日～平成19年３月31日） 

 
 (参考) １株当たり予想当期純利益（通期）  △23,064円19銭 
  ※  上記予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な

要因に係る本資料発表日現在における仮定を前提としております。実際の業績は、今後様々な要
因によって大きく異なる結果となる可能性があります。業績予想の前提となる仮定及び業績予想

平成１９年３月期 中間決算短信（連結）

上場会社名 株式会社シーフォーテクノロジー 上場取引所 東京証券取引所（東証マザーズ)

コード番号 ２３５５ 本社所在都道府県 東京都

(URL http://c4t.jp)

代  表   者 役職名 代表取締役社長 氏名 三住 光男
問合せ先責任者 役職名 専務取締役経営企画室長 氏名 安斉 浩子

TEL (03)5447－2551  
決算取締役会開催日 平成18年11月17日

親会社等の名称 株式会社フォーカスシステムズ 親会社等における当社の議決権所有比率 32.7％

(コード番号：4662)

米国会計基準採用の有無  無

売上高 営業利益 経常利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年９月中間期 486 △29.7 △666 － △683 －

17年９月中間期 691 － △46 － △61 －

 18年 ３月 期 1,375 － 39 － 38 －

中間（当期）純利益 １株当たり中間(当期)純利益
潜在株式調整後 

１株当たり中間(当期)純利益
百万円 ％ 円 銭 円 銭

18年９月中間期 △895 － △15,447 63 － －

17年９月中間期 △62 － △1,100 59 － －

 18年 ３月 期 31 － 559 75 491 42

(注) ① 持分法投資損益 18年９月中間期 △25百万円 17年９月中間期 △22百万円 18年３月期 △10百万円

② 期中平均株式数(連結) 18年９月中間期 57,945株 17年９月中間期 56,700株 18年３月期 56,767株

③ 会計処理の方法の変更 無

④ 売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

18年９月中間期 5,224 947 17.4 15,554 61

17年９月中間期 5,221 1,491 28.6 26,294 96

 18年 ３月 期 5,294 1,598 30.2 28,074 50

(注) 期末発行済株式数(連結) 18年９月中間期 58,700株 17年９月中間期 56,711株 18年３月期 56,930株

営業活動による 
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

18年９月中間期 △103 △966 5 1,292

17年９月中間期 △136 △110 2,872 3,050

 18年 ３月 期 △24 △1,365 2,773 1,808

連結子会社数 ５社 持分法適用非連結子会社数 ０社 持分法適用関連会社数 ２社

連結(新規) ４社 (除外) １社 持分法(新規) １社 (除外) ０社

売上高 経常利益 当期純利益
百万円 百万円 百万円

通期 2,271 △912 △1,336
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ysuzuki
(訂正後)



のご利用にあたっての注意事項等につきましては、添付資料の９ページをご参照下さい。 
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当社グループは、当社、その他の関係会社である株式会社フォーカスシステムズ、連結子会社である株

式会社 シーフォー セールスサポート（100%、平成18年5月22日に株式会社セーフリードから社名変

更）、株式会社 シーフォー システムデザイン（100%、平成18年4月1日に株式交換により子会社化、平成

18年7月1日にイージーシステムズ株式会社から社名変更）、株式会社 シーフォー ビジネスコンサルティ

ング（100%、平成18年4月26日に設立）、株式会社 シーフォー & パソナテック マネージメントサービス

（60%、平成18年5月29日に株式会社パソナテックと合弁で設立）、株式会社 シーフォー ビジネスインテ

グレーション（100%、平成18年8月1日に株式交換により子会社化、旧社名株式会社コアサイエンス）、持

分法適用関連会社であるネクスト・イット株式会社（20.0%）及びMHSダイニング株式会社（29.9%)により

構成されており、情報セキュリティ事業を展開しております。 

 当社グループの情報セキュリティ事業においては、当社が独自に自社開発した暗号技術、秘密分散技

術、電子透かし技術、ニューラル・ネットワーク技術を基礎とし、これらのコア技術のライセンス供与を

行なうとともに、コア技術を活用した情報セキュリティ製品の開発・販売、情報セキュリティ・コンサル

ティング・サービス等を展開しております。 

 当社は、コア技術の研究開発とライセンスビジネスを行なっています。株式会社 シーフォー セールス

サポートは情報セキュリティ製品の販売を、株式会社 シーフォー システムデザインは情報セキュリティ

製品の開発を、株式会社 シーフォー ビジネスコンサルティングは情報セキュリティ・コンサルティング

を、株式会社 シーフォー & パソナテック マネージメントサービスは情報セキュリティ・コンサルティ

ングのトータル・マネジメントを行なっています。 

 また、当社は、株式会社フォーカスシステムズ及びネクスト・イット株式会社に対して、暗号技術等の

供与によるライセンスの許諾、情報セキュリティ製品の販売及び情報セキュリティに関する受託開発を行

なっております。また、株式会社フォーカスシステムズに対して、保守メンテナンス業務等の外注を行な

っております。 

  

【事業系統図】 

以上に述べた事項を事業系統図に示すと次のとおりであります。 

  

1. 企業集団の状況
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当社は、情報セキュリティ技術の発展に寄与することで、IT（情報技術）産業の健全な育成、更には

国内外の経済発展に貢献することを使命としております。これを具現化するために、①ビジネスに直結

する研究開発を行なう、②常に先進技術を追求し、顧客に最高のソリューションを提供する、③常にグ

ローバルな視野を持つ、④パートナーとの連携を積極的に行なう、を経営の基本方針に据えておりま

す。 

これらの基本方針に基づき、市場における多様な情報セキュリティニーズを即座にフィードバックし、

最適な製品やサービスの提供へと迅速に展開させてまいります。 

当社は、株主に対する利益還元を重要な経営課題と認識しておりますが、利益を事業拡大のための資

金に充てることにより企業価値の拡大を図り、強固な経営基盤を確立することを優先する方針であるた

め、当面は配当による利益還元を見送る予定であります。 

今後につきましては、各期の経営成績を考慮に入れ利益配当を検討していく方針であります。 

当社は、個人投資家の拡大及び株式の流動性向上を重要課題であると認識しております。投資単位に

つきましては、株価、株主数、財務状況等を総合的に勘案して、引き下げる方向で検討を進めてまいり

たいと考えております。 

 なお、具体的な施策及び時期等につきましては、現時点では未定であります。 

当社は、暗号技術、秘密分散技術、電子透かし技術、ニューラル・ネットワーク技術の供与によるラ

イセンス収入の増大に加え、情報セキュリティ製品の開発から販売、情報セキュリティ・コンサルティ

ングまでワンストップでソリューションを提供することにより、高収益率を誇る会社になることを目標

としております。また、単に売上・利益のみを追求するだけではなく、自己資本の効率的活用による株

主利益重視の観点から、自己資本利益率（ROE）の向上を目標としております。 

これまでの当社における事業展開の根幹は、暗号技術、秘密分散技術、電子透かし技術、ニューラ

ル・ネットワーク技術を供与することによるライセンス収入の獲得にありました。当社では、それを具

現化するための「アライアンスパートナー戦略」と「製品ラインアップ戦略」を基本戦略として事業を

推進してまいりました。 

 今後は、この2つの基本戦略をベースとしつつ、これまでに整備した事業基盤を活用し、さらに事業

分野の拡大を図るため、情報セキュリティに関するソリューションをワンストップで提供する「グルー

プ戦略」を推進し、中長期における会社の経営戦略に捉えております。 

 「アライアンスパートナー戦略」とは、当社の暗号技術等を利用するエンドユーザーに対して効率

的・効果的にアプローチするにあたり、各分野に精通したパートナーと協業していく戦略です。当社か

ら見たアライアンス企業の属性は大きく3つ（販売系パートナー・製造系パートナー・共同開発系パー

トナー）に分かれます。販売系パートナーとは、当社製品の再販等を行うアライアンス先であり、製造

系パートナーとは、当社製品（技術）を導入先企業内における製品や事業へ活用等を図るアライアンス

先であり、さらに共同開発系パートナーとは、当社製品（技術）を基礎とした共同開発を行うアライア

ンス先であります。一つのアライアンス先が、上記のうちの一つの属性に分類されるわけではなく、販

2. 経営方針

(1) 会社の経営の基本方針

(2) 会社の利益配分に関する基本方針

(3) 投資単位の引下げに関する考え方及び基本方針等

(4) 目標とする経営指標

(5) 中長期的な会社の経営戦略
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売系パートナーであり且つ製造系パートナーであったり、製造系パートナーであり且つ共同開発系パ

ートナーである等、属性が重複している場合も存在します。当該戦略を実行することにより、効率的に

公共系・金融業系・製造業系・流通サービス業系・医療系・通信業系等の非常に幅広いマーケットにア

プローチすることが可能となっております。 

 「製品ラインアップ拡充戦略」とは、エンドユーザーのニーズ及び時流に合致する製品ラインアップ

を拡充させる戦略です。上記「アライアンスパートナー戦略」を具現化するための戦略という位置付け

です。当社では、当該戦略を実行していくに当たり、営業と開発との相互連携を密に図ることにより、

営業担当部門の第一線で得た情報を開発担当部門にフィードバックし、研究開発のための開発ではな

く、ビジネスに直結した研究開発を心がけております。 

 そして、「グループ戦略」は、当社の保有する情報セキュリティに関するコアテクノロジーを核とし

て、情報セキュリティ製品開発、情報セキュリティ製品販売、情報セキュリティ・コンサルティング・

サービス、情報セキュリティ・コンサルティングの総合的なマネジメント、情報セキュリティを組み込

んだシステム構築等、情報セキュリティ事業推進に関する機能ごとに、資本関係を持つグループ会社を

位置づけ、グループ全体で情報セキュリティに関するソリューションをワンストップで提供する体制を

構築する戦略です。これにより、グループ内の経営資源を効率的に活用し、収益性の高い事業体質へ転

換を図ってまいります。さらに、今後も相乗効果の見込める会社をグループ内に取り込むことで、販売

チャネルの拡大や提供できるサービスのフルラインアップ化を進め、業容の拡大を図ってまいります。

平成17年4月の個人情報保護法全面施行への対策や、上場企業の日本版SOX法対策等、企業における情

報セキュリティに対する取り組みが本格化する中で、当社におきましてはニーズの高い新製品・新サー

ビスを市場投入する等、事業基盤を着実に拡大させることができました。その一方で、収益管理等、事

業基盤拡大に応じた経営課題も顕在化してきており、今後は以下に示すような対応が必要と考えており

ます。 

①グループ戦略の一層の推進について 

 当社の今後の事業展開においては、パートナー企業を活用した事業拡大であるアライアンスパートナ

ー戦略をさらに一歩進めたグループ戦略を推進していく方針であります。資本投入を通じ事業上のシナ

ジー効果の高い企業群によるグループ化を進め、事業機会や販売チャネルの拡大、技術開発の加速、多

様な業種及び事業領域に対する当社技術の浸透を図ってまいります。 

一方で、グループ企業内における最適な経営資源、事業担当の配置を行ない、より効率的な経営も進め

てまいります。 

 また、平成17年9月にSBIホールディングス株式会社との戦略的業務提携に向けた基本合意及び資本提

携を行なっておりますが、同社グループへの情報セキュリティ技術の導入による事業機会の拡大や、同

社グループとの新たな協業展開等について具体化してまいります。 

なお、資本提携で得た資金は、グループ企業拡大のための投融資や、当社のコアテクノロジーを利用し

た新規事業の立ち上げ等に活用し、事業拡大を図ってまいります。 

②製品戦略について 

 当社の製品については、これまでも市場ニーズに応じ様々な製品・サービスを提供してまいりまし

た。その中で、より効率的な開発・販売活動を展開するために、ユーザーからの引き合いの強い製品に

絞って当社の経営資源を集中投入し、収益力の向上を図っております。 

今後は、グループ戦略に基づき、当社グル－プの戦略的な情報セキュリティ製品開発会社である株式会

(6) 会社の対処すべき課題
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社 シーフォー システムデザインへ製品開発機能を集約し、これまで以上に迅速な製品開発を行なっ

てまいります。 

 また、製品販売面においては、当社グループの戦略的な情報セキュリティ製品販売会社である株式会

社 シーフォー セールスサポートに機能を集約させるとともに、マーケットの情報を株式会社 シーフ

ォー システムデザインへフィードバックさせ、市場のニーズを的確に捉えた製品開発に結びつけてま

いります。 

③収益管理について 

 当社では平成18年3月期に黒字を計上することができましたが、その収益水準としては株主の皆様の

期待に十分に応えてはいないことを認識しております。 

 今回の業績の修正を踏まえ、早急にグループ戦略の見直しを行い、当社及び各子会社・関連会社の役

割と目標達成責任を明確化し、経営資源をより効率的に活用することで、グループ全体で収益の徹底管

理を行います。 

④当社の研究開発について 

 近年における情報セキュリティ業界の技術変化及び従来技術の陳腐化は急速であることから、当社技

術及びそれを用いた製品等のライフサイクルが短期化する可能性は否定できないものと認識しており、

次世代技術への対応も進めております。 

 また、新たな技術の研究開発においては、情報セキュリティ全般における知識を確保することが必須

であると考えており、当社は、そのような知識を確保するための学会・研究会等の活動にも積極的に参

加していく方針であります。 

⑤当社の知的所有権に係る方針について 

 当社は、独自自社開発技術に関して特許を出願しており、今後においても新規の製品及びサービスを

開発した際には、独自技術について特許等の工業所有権等を取得することにより知的所有権等の防衛を

図る方針であります。知的所有権の重要性は今後一層高まるものと認識しており、法務担当のスキルア

ップ及び専門家等との連携強化を図る方針であります。 

⑥人材の確保及び育成について 

 当社は、事業の拡大に応じて優秀な人材を適時に確保し、育成していくことが重要であると考えてお

ります。しかしながら、情報セキュリティ業界における技術革新の進捗に応じた当社の新技術及び新製

品が市場に進出するスピードが、当社の想定を上回る速さで展開していくことも考えられます。また、

情報セキュリティ業界においては、当社事業に必要とする専門的知識、技術及び資格等をもつ人材に対

する需要は高く、当社において必要な人員拡充が計画どおり進まない、又は想定以上のコストが生じる

等の可能性があります。このような状況が生じた場合の対応策として、現在当社では人事制度の抜本的

見直しを実施しております。また、人材の確保は当社の重点課題として捉え積極的に人材の募集を進め

てまいります。 

(7) 親会社等に関する事項

①親会社等の商号等（平成18年9月30日現在）

親会社等 属性
親会社等の議決権所

有割合（％）
親会社等が発行する株券が上場

されている証券取引所等

株式会社フォーカス
システムズ

上場会社が他の会社の関
連会社である場合におけ
る当該他の会社

32.72% ジャスダック証券取引所
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株式会社フォーカスシステムズは当社にとってその他の関係会社に該当し、平成18年9月30日現在の

当社の総株主の議決権に対する所有割合は32.72%となっております。当社は、株式会社フォーカスシス

テムズに対して暗号技術等の供与によるライセンスの許諾、セキュリティ製品の販売及びセキュリティ

に関する受託開発を行なっております。その一方で株式会社フォーカスシステムズに対して、保守メン

テナンス業務等の外注を行なっております。 

 株式会社フォーカスシステムズは、通信制御分野や官公庁分野に強みを持っており、当社が暗号技術

やセキュリティ製品の同分野への市場浸透を図るためのパートナーの1社となっております。 

独立性の確保に関しましては、下記のとおり同社の取締役1名が当社の監査役を兼任しておりますが、

財務・経理分野の専門知識を有していることから、当社の監査体制の強化のため当社から就任を依頼し

たもので、当社独自の経営判断を妨げるものではありません。また、同社からの出向者受け入れはあり

ません。 

 また、上記の取引につきましても、一般市場取引と同様の条件により行っており、事業活動や経営判

断においての独立性は確保されております。 

（役員の兼務状況） 

 

当社と株式会社フォーカスシステムズとの間には、当社製品の販売、セキュリティ製品仕入及び保守

メンテナンス業務等の外注の取引があります。 

特記すべき事項はありません。 

②親会社等の企業グループにおける上場会社の位置付けその他の上場会社と親会社等との関係

役職 氏名
親会社等又はそのグループ

企業での役職
就任理由

監査役 森 啓一
㈱フォーカスシステムズ

取締役管理本部長 
兼経営企画室長

監査体制強化のため当社から就任を依頼

③親会社等との取引に関する事項

(8) その他、会社の経営上の重要な事項
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当中間連結会計期間におけるわが国経済は、企業部門の好調を背景として設備投資の拡大や雇用情勢

の改善、また堅調な個人消費により、景気は引続き回復基調にありました。 

 当社グループの属する情報セキュリティ業界におきましては、平成21年3月期より適用される日本版

SOX法への取り組みが上場企業で始まり、財務情報管理に関するセキュリティニーズが顕在化する等、

情報セキュリティ対策への投資は増加傾向にありました。 

 このような中で、当社グループといたしましては、「アライアンスパートナー戦略」及び「製品ライ

ンアップ拡充戦略」を基本戦略として、資本投入によるグループ企業の拡大を図る「グループ戦略」を

推進しております。その一環として、本年4月には、セキュリティ製品開発を担うイージーシステムズ

株式会社（現 株式会社 シーフォー システムデザイン）を子会社化し、同じく4月には情報セキュリテ

ィ・コンサルティングを専門とする株式会社 シーフォー ビジネスコンサルティング（出資比率100%）

を、5月には情報セキュリティ・コンサルティングに関するトータル・マネジメントを行なう株式会社

シーフォー & パソナテック マネジメントサービス（出資比率60%）の2社を新たに設立いたしました。

これらのグループ企業の拡充により、当社は、情報セキュリティのコア技術の研究開発とライセンスビ

ジネス、ならびにグループの司令塔として、また、株式会社 シーフォー セールスサポート（旧 株式

会社セーフリード）は、グループの製品販売の主軸として、それぞれグループ各社の役割と責任を明確

化した体制を確立し、「情報セキュリティのトータル・ソリューション・プロバイダー」の実現に向け

て事業を推進いたしました。 

 ただし、企業会計基準委員会の実務対応報告に基づき2006年9月に契約を行なった当社大型案件であ

る「ライセンス販売」については、収益の計上を見送り、またグループ会社の当初予定の売上高が目標

見達に終わり、これらの結果、連結売上高は486,393千円となりました。 

 これまでに進めたソフトウェア開発関連の償却費等の負担、グループ戦略に伴う人件費および地代家

賃の負担増もあり、連結営業損失は、674,158千円、連結経常損失は683,472千円、連結中間純損失は

895,125千円計上いたしました。 

  

  

（*1：企業会計基準委員会 実務対応報告第17号「ソフトウェア取引の収益の会計処理に関する実務上

の取扱い」（平成18年3月30日発表） 

  

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、 

1,292,603千円となりました。前年同期との比較は1,757,617千円の減少となります。 

 当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローは、次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果使用した資金は、103,905千円となりました。これは、税引前当期純損失の計上に加

え、仕入債務の減少等があったことによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は、966,481千円となりました。これは、主に投資有価証券の取得や貸付

による支出によるものであります。 

3. 経営成績及び財政状態

(1) 経営成績

(2) 財政状態
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（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果得られた資金は、5,059千円となりました。これは、主に運転資金である短期借入金の

増加によるものであります。 

  

当社グループのキャッシュ・フロー指標は以下のとおりであります。  

 
（注）自己資本比率              ：株主資本／総資産  

        時価ベースの株主資本比率        ：株式時価総額／総資産  

        債務償還年数              ：有利子負債／営業キャッシュ・フロー  

        インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い  

1. 株式時価総額は、中間期末株価終値×中間期末発行済株式総数により算出しております。  

2. 有利子負債は、中間連結貸借対照表に計上されている負債のうち、  

   利子を支払っている全ての負債を対象としております。  

3. 営業キャッシュ・フロー及び利払いは、中間連結キャッシュ・フロー計算書に  

   計上されている「営業活動によるキャッシュ・フロー」及び「利息の支払額」を使用して 

   おります。  

4. 平成18年9月中間期末における債務償還年数及びインタレスト・カバレッジ・レシオは、  

   営業キャッシュ・フローがマイナスのため記載しておりません。  

5. 各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。  

  

今後のわが国経済におきましては、景気は回復基調が続くものと思われます。情報セキュリティ業界

におきましては、企業の内部統制強化や、日本版SOX法の施行を控え、セキュリティコンサルティング

およびセキュリティソリューションのニーズは引き続き拡大を続けるものと予想されます。 

 当社といたしましては、こうした環境認識を踏まえ「情報セキュリティのトータル・ソリューショ

ン・プロバイダー」の実現に向けてグループ戦略の推進を行なってまいりました。しかしながら、当中

間期において売上全体（個別予想）の60%を超える規模の案件である「ライセンス販売」がSIerより受

注し成約となったものの、企業会計基準委員会が平成18年3月30日に発表した実務対応報告第17号「ソ

フトウエア取引の収益の会計処理に関する実務上の取扱い」に基づき、当社が2006年9月に計上した売

上の全部について「アライアンス・パートナー（SIer等含む）での当社製品の販売が完了しないうち

は、売上が実現したとはいえない」ということから、結果としてこの案件の売上は計上されておりませ

ん。 

 また、グループ会社の設立に伴い情報共有の徹底に努めてまいりましたが、グループ会社にて販売予

想を見込んでいた案件について、上期中に成約できない案件が発生いたしました。今後につきましては

グループ会社の管理体制をより強化してまいります。 

（単位：千円）

平成18年３月期 平成19年３月期

中間 期末 中間

自己資本比率 28.6% 30.2% 17.4%

時価ベースの株主資本比率 215.1% 310.8% 149.5%

債務償還年数 ― 年 ― 年 ― 年

インタレスト・カバレッジ・レシオ ― 倍 ― 倍 ― 倍

(3）通期の見通し（平成18年4月1日～平成19年3月31日）
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 さらに当初より大型のライセンス販売については、確実に見込めると判断した場合に発表を行なう

方針を徹底してまいりましたが、今後はこれに加え新規顧客の案件（ライセンス販売）も含めて、業績

の変動幅が大きいものにつきましてはすべて業績見通しに含まないことといたしました。 

 この結果により、平成18年11月16日に公表しましたとおり、当初業績予想を修正しております。 

上記を受け、早急にグループ会社の再編を視野に入れた当社グループ戦略の見直しを行なうとともに、

収益基盤を確立できる営業体制の強化を目指します。 

  

平成19年3月期の業績予想  

 
なお、大型のライセンス供与案件については、業績の変動に与える影響が大きいため、業績予想に織

り込まない方針を採っております。契約が成約に至った場合または成約が確実に見込めると判断した場

合であって、かつ当該契約の成約による金額または複数の契約の成約の合計金額による業績の変動幅

が、投資判断に影響を与えると判断した場合には、迅速に業績予想の修正として公表してまいります。

①アライアンスパートナーを通じた販売活動について 

 当社は、他企業とのアライアンスを積極的に進めることにより、コンピュータ・ネットワーク化が進

む現状において、多様な業界で事業を展開し技術ノウハウ及び顧客等を有する複数の企業と提携し、各

業界におけるニーズを汲み取り、従来取扱いが複雑とされていたセキュリティ製品又はサービスを共同

で開発し提供することが可能になるとともに、情報セキュリティに係る新たな需要を喚起することによ

る事業拡大も図れるものと考えております。また、これにより当社においては営業活動の効率化が図れ

るため、研究開発部門への経営資源の集中が可能となるものと考えております。 

 当社は、今後においても、アライアンスパートナー戦略の積極的な推進を図り事業拡大に結び付けて

いく方針であり、アライアンスパートナーの選定については、各相手先企業の事業特性等を考慮しつつ

行っていく方針であります。今後におきましてもアライアンスパートナーのフォローアップは緊密に行

ってまいりますが、進行しているプロジェクトごとの進捗状況すべてを当社でコントロールすることは

できないため、当社の販売計画に変更が生じる可能性があります。 

②グループ戦略の推進について 

 当社は、資本投入により連携を強化したグループ会社を拡大し、情報セキュリティ事業のフルライン

アップ化を図るべく、グループ戦略を推進してまいりました。今回の業績の修正要因の一つとしてグル

ープ会社の管理不足があり早急にグループ戦略の見直しを行い、収益基盤の確立を目指します。 

③SBIホールディングス・グループとの戦略的業務提携の推進及び資本提携について 

 当社は、昨年9月、SBIホールディングス・グループと戦略的業務提携の推進及び資本提携について合

意しております。当社グループの事業機会を増大させる可能性の高い提携であり、既に平成18年3月期

より一部のコンサルティング業務等に着手しております。 

 しかし、本格的な提携による業務推進は現在検討段階であり、今後、必ずしも具体的な業務推進が進

（連結） （単位：百万円）

売上高 経常利益 当期純利益

通  期 2,271 △912 △1,336

（個別） （単位：百万円）

売上高 経常利益 当期純利益

通  期 1,147 △544 △1,394

(4) 事業等のリスク
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展しない可能性もあります。また、当社がSBIホールディングス・グループを対象として発行してい

る転換社債型新株予約権付社債について、償還期限である平成20年9月までにその大部分が株式に転換

されない場合、当社は社債の償還資金が必要となります。その場合、当社の事業展開及び業績等に重大

な影響が生じる可能性があります。 

④新技術・製品の開発について 

 新たな技術の研究開発においては、暗号アルゴリズムに関する知識だけでなく、情報セキュリティ全

般における知識を確保することが必須であると考えており、当社は、そのような知識を確保するための

社内教育体制の整備にも重点を置いております。しかし、情報セキュリティ業界の急速な技術変化によ

り当社技術の陳腐化が生じた場合、当社事業において次世代技術への円滑な移行が困難となる場合、又

は、何らかの要因により当社における技術変化への対応が困難となった場合においては、当社の事業展

開及び業績等に重大な影響が生じる可能性があります。 

⑤知的所有権について 

 現在申請中もしくは今後申請する特許等について、第三者が特許を取得した場合又は当社が認識しな

い特許が既に成立している場合、当該第三者より使用差止及び損害賠償等の訴えを起こされる可能性な

らびに当該特許使用にかかる対価等の支払い等が発生する可能性があり、これらの場合、当社業績に悪

影響を与える可能性があります。 

 また、一般的にソフトウェアプログラムの技術に係わる知的所有権等については、権利の範囲が必ず

しも明確であるとはいえず、工業所有権等を取得している場合においても、これらの強力な保護が得ら

れない可能性があります。 

 なお、当社においては、今後知的所有権の重要性が一層高まるものと認識しており、法務担当の人員

拡充ならびにスキルアップ、さらに専門家等との連携強化を図る方針でありますが、十分な対応が図れ

ない場合には、当社の事業戦略及び業績に重要な影響を及ぼす可能性があります。 

⑥製品の不具合等について 

 当社の製品等において誤作動・不具合等が生じた場合には、当該原因が当社に責任のある要因による

ものであった場合については、損害賠償責任の発生やアライアンス企業及びエンドユーザーの当社に対

する信頼喪失により、当社事業は悪影響を受ける可能性があります。 

⑦人材の確保及び育成について 

 当社は、事業の拡大に応じて優秀な人材を適時に確保し、育成していくことが重要であると考えてお

ります。しかしながら、情報セキュリティ業界における技術革新の進捗に応じた当社の新技術及び新製

品が市場に進出するスピードが、当社の想定を上回る速さで展開していくことも考えられます。また、

情報セキュリティ業界においては、当社事業に必要とする専門的知識、技術及び資格等を持つ人材に対

する需要は高く、当社において必要な人員拡充が計画どおり進まない、又は想定以上のコストが生じる

等の可能性があります。このような状況が生じた場合においては、当社の事業展開及び業績等に重要な

影響を及ぼす可能性があります。 
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4. 中間連結財務諸表等

中間連結財務諸表

① 中間連結貸借対照表

前中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 3,075,220 1,317,603 1,833,385

 ２ 受取手形及び売掛金 598,981 537,166 798,576

 ３ たな卸資産 76,161 275,923 145,269

 ４ 短期貸付金 － 492,489 404,761

 ５ その他 126,724 170,647 14,298

   貸倒引当金 － △269,100 －

   流動資産合計 3,877,089 74.3 2,524,731 48.3 3,196,291 60.4

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※1 52,953 1.0 69,843 1.3 45,452 0.8

 ２ 無形固定資産

  (1) ソフトウェア 993,820 860,277 974,028

   (2) ソフトウェア仮勘 
        定

－ 190,334 －

  (3) のれん － 503,521 －

  (4) その他 332 654 122

   無形固定資産合計 994,153 19.0 1,554,788 29.8 974,151 18.4

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 － 938,689 1,008,315

  (2) その他 297,450 231,561 70,027

    貸倒引当金 － △42,660 －

    投資損失引当金 － △52,051 －

   投資その他の資産 
   合計

297,450 5.7 1,075,538 20.6 1,078,342 20.4

   固定資産合計 1,344,556 25.7 2,700,170 51.7 2,097,946 39.6

   資産合計 5,221,646 100.0 5,224,901 100.0 5,294,237 100.0
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前中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 138,687 236,606 221,058

 ２ 短期借入金 ※２ 41,669 150,000 －

 ３ １年以内返済予定 
   長期借入金

84,437 110,740 72,600

 ４ １年以内償還予定社 
   債

40,000 40,000 40,000

 ５ 賞与引当金 10,290 59,310 9,240

 ６ その他 83,123 226,875 78,135

   流動負債合計 398,206 7.6 823,531 15.8 421,034 7.9

Ⅱ 固定負債

 １ 社債 280,000 240,000 260,000

 ２ 転換社債型 
   新株予約権付社債

3,000,000 3,000,000 3,000,000

 ３ 長期借入金 52,200 94,568 14,900

 ４ 退職給付引当金 － 52,466 －

 ５ 債務保証損失引当金 － 67,000 －

   固定負債合計 3,332,200 63.8 3,454,034 66.1 3,274,900 61.9

   負債合計 3,730,406 71.4 4,277,566 81.9 3,695,934 69.8

(少数株主持分)

  少数株主持分 － － － － － －

(資本の部)

Ⅰ 資本金 1,299,417 24.9 － － 1,306,084 24.6

Ⅱ 資本剰余金 1,014,912 19.5 － － 1,021,584 19.3

Ⅲ 利益剰余金 △822,559 △15.8 － － △728,380 △13.7

Ⅳ 自己株式 △530 △0.0 － － △985 △0.0

   資本合計 1,491,239 28.6 － － 1,598,303 30.2

   負債、少数株主持分 
   及び資本合計

5,221,646 100.0 － － 5,294,237 100.0
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前中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 － 1,306,684 －

 ２ 資本剰余金 － 1,232,761 －

 ３ 利益剰余金 － △1,623,506 －

 ４ 自己株式 － △2,881 －

   株主資本合計 － 913,058 17.4 －

Ⅱ 少数株主持分 － 34,277 0.6 －

   純資産合計 － 947,335 18.1 －

   負債純資産合計 － 5,224,901 100.0 －
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② 中間連結損益計算書

前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比 
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 691,668 100.0 486,393 100.0 1,375,647 100.0

Ⅱ 売上原価 323,501 46.8 531,188 109.2 507,005 36.9

   売上総利益 368,166 53.2 △44,794 △9.2 868,641 63.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費

 １ 役員報酬 53,201 90,997 97,371

 ２ 給与手当 131,120 199,757 286,274

 ３ 減価償却費 41,388 7,935 62,660

 ４ 賞与引当金繰入額 6,682 5,548 5,730

 ５ 貸倒引当金繰入額 － 12,644 －

 ６ その他 181,843 414,236 59.9 304,980 621,864 127.8 377,252 829,288 60.2

   営業利益又は営業損 
   失（△)

△46,070 △6.7 △666,658 △137.0 39,353 2.9

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 1,325 7,532 4,119

 ２ 有価証券売却益 14,509 － 14,509

 ３ 為替差益 － 3,030 －

 ４ その他 374 16,208 2.4 4,942 15,505 3.1 4,153 22,781 1.6

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 4,192 4,760 7,255

 ２ 持分法による 
   投資損失

22,837 25,748 10,390

 ３ その他 4,154 31,183 4.5 1,809 32,318 6.6 6,041 23,687 1.7

   経常利益又は経常損 
   失（△）

△61,044 △8.8 △683,472 △140.5 38,447 2.8

Ⅵ 特別損失

 １ 製品評価損 － 40,036 －

 ２ 投資有価証券評価損 － 34,477 －

 ３ 関係会社投資損失引 
   当金繰入額

－ 52,051 －

 ４ 関係会社株式売却損 － － 3,334 

 ５ 固定資産除却損 ※1 － 3,610 738 

 ６ のれん償却額 － 85,554 215,729 44.3 － 4,073 0.3

   税金等調整前当期純 
   利益又は税金等調整 
   前中間純損失（△）

△61,044 △8.8 △899,202 △184.8 34,374 2.5

   法人税、住民税 
   及び事業税

1,358 1,652 2,599

   法人税等調整額 － 1,358 0.2 － 1,652 0.3 － 2,599 0.2

   少数株主損失 － 0.0 5,729 1.1 － 0.0

   当期純利益又は中間 
   純損失（△）

△62,403 △9.0 △895,125 △184.0 31,775 2.3
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③ 中間連結剰余金計算書

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 1,014,162 1,014,162

Ⅱ 資本剰余金増加高

 １ 新株予約権の行使による 
   新株の発行

750 7,200

 ２ 新株引受権の行使による新株の 
   発行

－ 750 222 7,422

Ⅲ 資本剰余金中間期末(期末)残高 1,014,912 1,021,584

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 △718,213 △718,213

Ⅱ 利益剰余金増加高

 １ 当期純利益 － － 31,775 31,775

Ⅲ 利益剰余金減少高

 １ 中間純損失 62,403 －

 ２ 連結子会社増加による 
   利益剰余金減少高

4,917 4,917

 ３ 持分法適用会社増加による 
   利益剰余金減少高

37,024 104,345 37,024 41,942

Ⅳ 利益剰余金中間期末(期末)残高 △822,559 △728,380
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当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

  

④ 中間連結株主資本等変動計算書

株主資本

少数株主持分 純資産合計

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(千円) 1,306,084 1,021,584 △728,380 △985 1,598,303 － 1,598,303

中間連結会計期間中の変動額

 新株の発行 600 600 1,200 1,200

 株式交換 210,576 210,576 210,576

 中間純損失 △895,125 △895,125 △895,125

 自己株式の取得 △1,896 △1,896 △1,896

 少数株主持分 34,277 34,277

 株主資本以外の項目の中間連結 

 会計期間中の変動額(純額)
34,277 34,277

中間連結会計期間中の変動額合計 

(千円)
600 211,176 △895,125 △1,896 △685,245 34,277 △650,968

平成18年９月30日残高(千円) 1,306,684 1,232,761 △1,623,506 △2,881 913,058 34,277 947,335
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⑤ 中間連結キャッシュ・フロー計算書

前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・

フロー計算書
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー
 １ 税金等調整前当期純利益又 
   は税金等調整中間純損失（△）

△61,044 △899,202 34,374

 ２ 減価償却費 199,737 250,336 398,176

 ３ のれん償却額 － 95,060 －

 ４ 貸倒引当金の増加額 － 12,644 －

 ５ 賞与引当金の増加額（減少額△） 1,650 △2,130 600

 ６ 投資損失引当金の増加額 － 52,051 －

 ７ 受取利息及び配当金 △1,325 △7,878 △4,119

 ８ 支払利息 4,192 4,760 7,255

 ９ 為替差損 － 454 －

 10 持分法による投資損失 22,837 25,748 10,390

 11 固定資産除却損 － 3,610 738

 12 投資有価証券評価損 － 34,477 －

 13 有価証券売却益 △14,509 － △14,509

 14 売上債権の減少額（増加額△） △414,084 537,844 △609,834

 15 たな卸資産の増加額 △15,878 △18,415 △84,986

 16 仕入債務の増加額（減少額△） 76,155 △183,812 158,526

 17 未収入金の減少額 20,213 24,073 19,994

 18 未払金の増加額（減少額△） 28,529 6,936 △2,258

 19 その他 23,410 △40,420 68,709

    小計 △130,117 △103,859 △16,941

 20 利息の受取額 925 6,609 2,837

 21 利息の支払額 △4,062 △4,549 △7,048

 22 法人税等の支払額 △2,903 △2,105 △3,110

   営業活動による 
   キャッシュ・フロー

△136,157 △103,905 △24,263

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 有形固定資産取得による支出 △10,977 △8,647 △13,750

 ２ 無形固定資産取得による支出 △161,160 △206,223 △333,479

 ３ 定期預金の解約による収入 140,000 － 140,000

 ４ 貸付による支出 △164,022 △321,000 △705,267

 ５ 貸付金の回収による収入 64,824 41,440 330,636

 ６ 投資有価証券の取得による支出 － △541,125 △820,000

 ７ 投資有価証券の売却による収入 24,509 － 24,509

 ８ 保証金の差入れによる支出 △4,020 △40,952 △4,020

 ９ 株式交換による子会社資金受入額 － 110,027 －

 10 その他 － － 15,534

   投資活動による 
   キャッシュ・フロー

△110,846 △966,481 △1,365,838
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前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・

フロー計算書
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 短期借入金の純増加額(減少額△) △49,998 52,000 △91,667

 ２ 長期借入金の返済による支出 △57,466 △66,251 △106,603

 ３ 転換社債型新株予約権付 
   社債の発行による収入

2,999,009 － 2,998,193

 ４ 社債の償還による支出 △20,000 △20,000 △40,000

 ５ 株式発行による収入 1,500 1,200 14,839

 ６ 自己株式の取得による支出 △452 △1,896 △906

 ７ 少数株主に対する株式の発行によ 
   る収入

－ 44,000 －

 ８ 少数株主への清算配当の支払額 － △3,993 －

   財務活動による 
   キャッシュ・フロー

2,872,593 5,059 2,773,856

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 － △454 －

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 
  (減少額△)

2,625,589 △1,065,782 1,383,754

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 421,918 1,808,385 421,918

Ⅶ 新規連結に伴う現金及び 
  現金同等物の増加額

2,712 550,000 2,712

Ⅷ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高

※ 3,050,220 1,292,603 1,808,385
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項
(1) 連結子会社の数 １社

連結子会社名
 ㈱セーフリード

 従来、非連結子会社であった
㈱セーフリードは、重要性が増
したことにより、当中間連結会
計期間より連結の範囲に含めて
おります。
 なお、非連結子会社はありま
せん。

１ 連結の範囲に関する事項
(1) 連結子会社の数 ６社

連結子会社名
㈱シーフォーセールスサポート
（旧 ㈱セーフリード） 
㈱シーフォーシステムデザイン
（旧 イージーシステムズ㈱）
㈱シーフォービジネスコンサル
ティング 
㈱シーフォー＆パソナテックマ
ネージメントサービス 
㈱シーフォービジネスインテグ
レーション 
ＣＭＳ投資事業組合

 ㈱シーフォーシステムデザイ
ンは、当中間連結会計期間中に
株式交換により完全子会社とな
りましたため、当中間連結会計
期間より連結の範囲に含めてお
ります。 
 ㈱シーフォービジネスコンサ
ルティングは、当中間連結会計
期間中に当社の100％出資により
設立したため、当中間連結会計
期間より連結の範囲に含めてお
ります。 
 ㈱シーフォー＆パソナテック
マネージメントサービスは、当
中間会計期間中に株式会社パソ
ナテックとの合弁(出資比率
60％)により設立したため、当中
間連結会計期間より連結の範囲
に含めております。 
 ㈱シーフォービジネスインテ
グレーションは、当中間連結会
計期間中に株式交換により完全
子会社となりましたため、当中
間連結会計期間により連結の範
囲に含めております。 
 ＣＭＳ投資事業組合は当中間
期中に出資契約を締結したた
め、当中間期より連結の範囲に
含まれておりましたが、当中間
期中に解散しております。 
  なお、非連結子会社はありま
せん。

１ 連結の範囲に関する事項
(1) 連結子会社の数 １社

連結子会社名
 ㈱セーフリード
従来、非連結子会社であった

㈱セーフリードは、重要性が増
したことにより、当中間連結会
計期間より連結の範囲に含めて
おります。

なお、非連結子会社はありま
せん。

２ 持分法の適用に関する事項
(1) 持分法を適用した関連会社の

数 ２社

２ 持分法の適用に関する事項
(1) 持分法を適用した関連会社の

数 ２社

２ 持分法の適用に関する事項
(1) 持分法を適用した関連会社の
数 ２社

(2) 持分法適用の関連会社の名称
㈱カネット
ネクスト・イット㈱

 従来、関連会社であったメデ
ィカル・データ・ビジョン㈱
は、前期中において持分比率減
少により関連会社ではなくなっ
たため、当中間連結会計期間よ
り持分法適用の範囲から除外し
ております。
 なお、持分法を適用しない非
連結子会社及び関連会社はあり
ません。

(2) 持分法適用の関連会社の名称
ネクスト・イット㈱
ＭＨＳダイニング㈱

 ＭＨＳダイニング㈱は、当中
間連結会計期間に新しく株式を
取得したことにより持分法適用
関連会社となっております。
 従来、関連会社であった㈱カ
ネットは、平成17年12月10日に
所有株式をすべて売却したこと
により関連会社ではなくなった
ため、当中間連結会計期間より
持分法適用の範囲から除外して
おります。
  なお、持分法を適用しない非
連結子会社及び関連会社はあり
ません。

(2) 持分法適用の関連会社の名称
㈱カネット
ネクスト・イット㈱
従来、関連会社であった㈱カ

ネットは、平成17年10月12日に
所有株式をすべて売却したこと
により関連会社ではなくなった
ため、当下期より持分法の適用
の範囲から除外しております。

従来、関連会社であったメデ
ィカル・データ・ビジョン㈱
は、前期中において持分比率減
少により関連会社ではなくなっ
たため、当連結会計年度より持
分法適用の範囲から除外してお
ります。

なお、持分法を適用しない非
連結子会社及び関連会社はあり
ません。
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前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
  至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
  至 平成18年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
  至 平成18年３月31日)

３ 連結子会社の中間決算日等に関
する事項 
 連結子会社の中間決算日は、中
間連結決算日と一致しておりま
す。

３ 連結子会社の中間決算日等に関
する事項 
中間決算日が中間連結決算日と異
なる場合の内容等 
 連結子会社のうち、㈱シーフォ
ーシステムデザインの決算日は９
月末日であります。 
中間連結財務諸表の作成にあたっ
て同社については、中間連結決算
日現在で実施した仮決算に基づく
中間財務諸表を使用しておりま
す。

３ 連結子会社の決算日等に関する
事項 
 連結子会社の事業年度の末日
は、連結決算日と一致しておりま
す。

４ 会計処理基準に関する事項 ４ 会計処理基準に関する事項 ４ 会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価
方法 
①有価証券 
 その他有価証券 
  時価のあるもの 
   中間連結決算日の市場価  
  格等に基づく時価法（評価 
  差額は全部資本直入法によ 
  り処理し、売却原価は移動 
  平均法により算定）を採用 
  しております。

(1) 重要な資産の評価基準及び評価
方法 
①有価証券 
 その他有価証券 
  時価のあるもの 
     ──────

(1) 重要な資産の評価基準及び評価
方法 
①有価証券 
その他有価証券 
  時価のあるもの 
   決算日の市場価格等に基 
  づく時価法（評価差額は全 
  部資本直入法により処理 
  し、売却原価は移動平均法 
  により算定）を採用してお  
 ります。

    時価のないもの 
    移動平均法による原価法  
    を採用しております。
   

時価のないもの 
   移動平均法による原価を
採用しております。 
  なお、投資事業有限責任
組合（証券取引法第２条２項
により、有価証券とみなされ
るもの）については、組合の
決算書に基づいて、持分相当
額を純額で取り込む方法によ
っております。

  時価のないもの 
    移動平均法による原価法  
    を採用しております。

②デリバティブ 
    時価法を採用しております。

③たな卸資産 
製品 
   先入先出法による原価法を 
  採用しております。

 仕掛品 
  個別法による原価法を採用 
 しおります。

 貯蔵品 
  最終仕入原価法を採用して 
 おります。
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前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
 至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(2) 重要な減価償却資産の減価償
却の方法
①有形固定資産

 定率法を採用しておりま
す。
 なお、主な耐用年数は以下
のとおりです。

(2) 重要な減価償却資産の減価償
却の方法
①有形固定資産

    同左

(2) 重要な減価償却資産の減価償
却の方法
①有形固定資産

      同左

建物     ８～18年

工具器具備品 ２～15年

②無形固定資産
ａ市場販売目的のソフトウェ

ア
 販売見込期間（３年）に

よる定額法を採用してお
ります。

②無形固定資産
ａ市場販売目的のソフトウェ

ア
       同左

②無形固定資産
ａ市場販売目的のソフトウェ

ア
      同左

ｂ自社利用目的のソフトウェ
ア
 社内における見込利用可

能期間（５年）による定
額法を採用しておりま
す。

ｂ自社利用目的のソフトウェ
ア

       同左

ｂ自社利用目的のソフトウェ
ア

      同左

ｃ著作権
 社内における見込利用可

能期間（５年）による定
額法を採用しておりま
す。

ｃ著作権
──────

ｃ著作権
社内における見込利用可
能期間（５年）による定
額法を採用しておりま
す。

③長期前払費用
 定額法を採用しておりま
す。

③長期前払費用
       同左

③長期前払費用
      同左

(3) 重要な引当金の計上基準
①貸倒引当金

 債権の貸倒による損失に備
えるため、一般債権について
は貸倒実績率により、貸倒懸
念債権等特定の債権について
は個別に回収可能性を勘案
し、回収不能見込額を計上し
ております。
 なお、当中間連結会計期間
において計上額はありませ
ん。

(3) 重要な引当金の計上基準
①貸倒引当金

 債権の貸倒による損失に備
えるため、一般債権について
は貸倒実績率により、貸倒懸
念債権等特定の債権について
は個別に回収可能性を勘案
し、回収不能見込額を計上し
ております。 
 

(3) 重要な引当金の計上基準
①貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備
えるため、一般債権について
は貸倒実績率により、貸倒懸
念債権等特定の債権について
は個別に回収可能性を勘案
し、回収不能見込額を計上し
ております。

なお、当連結会計年度にお
いて計上額はありません。

②賞与引当金
従業員の賞与の支給に充てる

ため、賞与支給見込額のうち当
中間連結会計期間負担額を計上
しております。

②賞与引当金
       同左

②賞与引当金
従業員の賞与の支給に充てる

ため、賞与支給見込額のうち当
連結会計年度負担額を計上して
おります。

   ③投資損失引当金   
  関係会社への投資に係る損

失に備えるため、当該会社の
財政状態及び回収可能性を勘
案して、必要額を計上してお
ります。

④退職給付引当金
  一部の連結子会社の従業員

の退職給付に備えるため、期
末自己要支給額にもとづき、
当中間連結会計期間末におい
て発生していると認められる
額を計上しております。  

   

⑤債務保証損失引当金
   関係会社の保証債務の履行

に伴い発生する損失に備える
ため損失見込額を計上してお
ります。
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前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
  至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
  至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(4) 重要なヘッジ会計の方法
①ヘッジ会計の方法

 繰延ヘッジ処理を採用して
おります。なお、特例処理の
要件を満たす金利スワップに
ついては、特例処理を採用し
ております。

(4) 重要なヘッジ会計の方法
──────

(4) 重要なヘッジ会計の方法
①ヘッジ会計の方法

 繰延ヘッジ処理を採用して
おります。なお、特例処理の
要件を満たす金利スワップに
ついては、特例処理を採用し
ております。   

②ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段・・・金利スワッ

プ
ヘッジ対象・・・借入金利息

②ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段・・・金利スワッ
プ

 ヘッジ対象・・・借入金利息
③ヘッジ方針

 金利変動リスクのヘッジ、
資金調達コストの低減等を目
的として金利スワップ取引を
利用することとしており、投
機的な取引は行わない方針で
あります。

③ヘッジ方針
 金利変動リスクのヘッジ、
資金調達コストの低減等を目
的として金利スワップ取引を
利用することとしており、投
機的な取引は行わない方針で
あります。

④ヘッジの有効性評価の方法
 特例処理の要件を満たす金
利スワップについては、ヘッ
ジの有効性の判定は省略して
おります。

④ヘッジの有効性評価の方法
 特例処理の要件を満たす金
利スワップについては、ヘッ
ジの有効性の判定は省略して
おります。 
 なお、ヘッジ会計を適用し
た金利スワップ契約は当連結
会計年度内に満了しておりま
す。従いまして、連結決算日
現在ではヘッジ手段及びヘッ
ジ対象とも消滅しておりま
す。

(5) その他中間連結財務諸表作成
のための基本となる重要な事項
 消費税等の処理方法

 消費税等の会計処理は、税
抜方式によっております。

(5) その他中間連結財務諸表作成
のための基本となる重要な事項
 消費税等の処理方法

    同左

(5) その他連結財務諸表作成のた
めの基本となる重要な事項
 消費税等の処理方法

    同左

５ 中間連結キャッシュ・フロー計
算書における資金の範囲
 手許現金、要求払預金及び取得

日から３ヶ月以内に満期日又は償

還日の到来する流動性の高い、容

易に換金可能であり、かつ、価値

の変動について僅少なリスクしか

負わない短期的な投資からなって

おります。

５ 中間連結キャッシュ・フロー計
算書における資金の範囲
     同左

５ 連結キャッシュ・フロー計算書
における資金の範囲
     同左
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会計処理の変更

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
 至 平成18年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日)

────── (貸借対照表の純資産の部の表示に
関する会計基準等） 
 当中間連結会計期間から「貸借対
照表の純資産の部の表示に関する会
計基準」（企業会計基準委員会 平
成17年12月９日企業会計基準第５
号）及び「貸借対照表の純資産の部
の表示に関する会計基準等の適用指
針」（企業会計基準委員会 平成17
年12月９日 企業会計基準適用指針
第８号）を適用しております。
 これによる損益に与える影響はあ
りません。なお、従来の「資本の
部」の 合 計 に 相 当 す る 金 額 は
913,158千円であります。
 中間連結財務諸表規則の改正によ
り、当中間連結会計期間における中
間連結財務諸表は、改正後の中間連
結財務諸表規則により作成しており
ます。

 （企業結合に係る会計基準等）
 当中間連結会計期間から「企業結
合に係る会計基準」（企業会計審議
会平成15年10月31日）及び「事業分
離等に関する会計基準」（企業会計
基準委員会 平成17年12月27日 企
業会計基準第7号）並びに「企業結
合会計基準及び事業分離会計基準に
関する適用指針」（企業会計基準委
員会 平成17年12月27日 企業会計
基準適用指針第10号）を適用してお
ります。

     ──────

表示方法の変更

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

――――― （中間連結貸借対照表） 

 前中間連結会計期間において投資その他の資産の「そ

の他」に含めて表示しておりました「投資有価証券」

（前中間連結会計期間136,440千円）については、資産

総額の100分の５超となったため、当中間連結会計期間

より区分掲記しております。

 前中間連結会計期間において投資その他の資産の「ソ

フトウェア」に含めて表示しておりました「ソフトウェ

ア仮勘定」（前中間連結会計期間66,295千円）について

は、重要性が増したため、当中間連結会計期間より区分

掲記しております。
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注記事項

(中間連結貸借対照表関係)

前中間連結会計期間末
(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成18年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

61,907千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

107,759千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

69,669千円

※２ 運転資金の効率的な調達を行

うため取引銀行１行と当座貸越

契約を締結しております。

   この契約に基づく当中間連結

会計期間末における当座貸越契

約に係る借入金未実行残高等は

次のとおりであります。

当座貸越極度額 100,000千円

借入実行残高 41,669千円

差引額 58,331千円

 

※２   ──────

   

 

※２   ──────

※３   ────── 

  

    

 

 

※３ 保証債務 

 連結子会社以外の会社の金融

機関からの借入金に対し、債務

保証を行っております。

㈱シーエスエル
ホールディング
ス

322,956千円

      上記の金額については、債務
    保証損失引当金（67,000千円） 
    を控除しております。  
 

※３   ────── 

  

    

 

※４   ―――――― ※４ 中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理については手形交

換日をもって決済処理しており

ます。 

 なお、当中間連結会計期間末

日が金融機関の休日であったた

め、次の中間連結会計期間末日

満期手形が、中間連結会計期間

末残高に含まれております。 

受取手形     3,402千円

※４   ―――――― 
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当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

      株式交換による増加       1,758.28株 

      新株予約権の権利行使による増加     20株 

  

２ 自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加    8.95株 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

 
(注) １ 目的となる株式の数は、権利行使可能数を記載しております。 

２ 目的となる株式の数の変動事由の概要 

  新株予約権の減少は、権利行使によるものであります。 
  

４ 配当に関する事項 

   該当事項はありません。 

 
  

 

(中間連結損益計算書関係)

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

※１    ―――――― 
  
 
  
 

 

※１ 固定資産除却損の内訳

 建物 3,068千円

 器具備品 541千円

計 3,610千円

 

 

※１ 固定資産除却損の内訳

 工具器具備品 738千円

     計 738千円

  
 

(中間連結株主資本等変動計算書関係)

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 56,935.20 1,778.28 － 58,713.48

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 4.40 8.95 － 13.35 

会社名 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数（株） 当中間連結
会計期間 
末残高 
（千円）

前連結
会計年度末

増加 減少
当中間連結 
会計期間末

提出会社
ストックオプション
としての新株予約権

普通株式 665 － 20 645 －
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(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

※ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

(平成17年９月30日現在)

現金及び預金勘定 3,075,220千円

預入れ期間が３ヵ月
を超える定期預金

△25,000千円

現金及び現金同等物 3,050,220千円
 

※ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

(平成18年９月30日現在)

現金及び預金勘定 1,317,603千円

預入れ期間が３ヵ月
を超える定期預金

△25,000千円

現金及び現金同等物 1,292,603千円

 

※ 現金及び現金同等物の期末残高

と連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係

 

(平成18年３月31日現在)

現金及び預金勘定 1,833,385千円

預入れ期間が３ヵ月
を超える定期預金

△25,000千円

現金及び現金同等物 1,808,385千円
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前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

当社及び連結子会社の事業は、情報セキュリティ業ならびにこれらの付帯業務の単一事業でありま

す。従いまして、開示対象となるセグメントはありませんので、記載を省略しております。 

  

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

全セグメントの売上高の合計及び営業利益の金額に占める情報セキュリティ業ならびにこれらの付帯

業務の割合が90％を超えているため、事業種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

当社及び連結子会社の事業は、情報セキュリティ業ならびにこれらの付帯業務の単一事業でありま

す。従いまして、開示対象となるセグメントはありませんので、記載を省略しております。 

  

  

前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

在外子会社及び重要な在外支店がないため、記載を省略しております。 

  

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

在外子会社及び重要な在外支店がないため、記載を省略しております。 

  

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

在外子会社及び重要な在外支店がないため、記載を省略しております。 

  

  

前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

前中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）においては、海外売上がないた

め、該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）においては、海外売上がないた

め、該当事項はありません。 

  

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

前連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）においては、海外売上がないため、

該当事項はありません。 

  

セグメント情報

１ 事業の種類別セグメント情報

２ 所在地別セグメント情報

３ 海外売上高
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該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

  

前中間連結会計期間末（平成17年９月30日現在） 

  

１ 時価評価されていない主な有価証券 

 
  

当中間連結会計期間末（平成18年９月30日現在） 

  

１ 時価評価されていない主な有価証券 

 
    (注)  表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。 

       なお、中間連結会計年度において、減損処理を行い投資有価証券評価損34,477千円を計   

      上しております。 

前連結会計年度（平成18年３月31日現在） 

  

１ 時価評価されていない主な有価証券 

   

リース取引関係

前中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）

有価証券関係

区分
中間連結貸借対照表

計上額（千円）

(1) その他有価証券

 ①非上場株式 136,440

合計 136,440

区分
中間連結貸借対照表

計上額（千円）

(1) その他有価証券

 ①非上場株式 938,689

合計 938,689

区分
連結貸借対照表
計上額（千円）

(1) その他有価証券

 ①社債 200,000

 ②非上場株式 756,440

合計 956,440
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前中間連結会計期間末（平成17年９月30日現在）   

  金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象から 

 除いております。  

  

 当中間連結会計期間末（平成18年９月30日現在） 

 

なお、ヘッジ会計を適用した金利スワップ契約は当連結会計年度内に満了しております。 

従いまして、連結決算日現在ではヘッジ手段及びヘッジ対象とも消滅しております。 

  

デリバティブ取引関係

区分 種類
契約額等
（千円）

契約額等のう
ち１年超 
（千円）

時価 
（千円）

評価損益
（千円）

市場取引以外の取引

スワップ取引
受取変動・支払固定

25,000 15,000 122 122

合計 25,000 15,000 122 122

 (注)１．時価の算定方法については、取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定し 

           ております。 

   ２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

  

 前連結会計年度（平成18年３月31日現在) 

   金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象から    

 除いております。   
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(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

 
 

２ １株当たり中間(当期)純損失及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益 

１株当たり情報

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 26,294円96銭 １株当たり純資産額 15,554円61銭 １株当たり純資産額 28,074円50銭

１株当たり 
中間純損失 1,100円59銭

１株当たり
中間純損失 15,447円63銭

１株当たり
当期純利益 559円75銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、潜在株式は

存在するものの、記載しておりませ

ん。

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、１株当たり

中間純損失であるため、記載してお

りません。

 

潜在株式調整後1株 
 当たり当期純利益 491円42銭

項目
前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

中間連結貸借対照表の純資産の

部の合計額（千円）
－ 913,058 －

普通株式に係る純資産額（千

円）
－ 913,058 －

普通株式の発行済株式数（株） － 58,713 －

普通株式の自己株式数（株） － 13 －

１株当たり純資産の算定に用い

られた普通株式の数（株)
－ 58,700 －

項目
前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

中間連結損益計算書(連結損益計

算書)上の中間（当期）純利益又

は中間損失(△）(千円)

△62,403 △895,125 31,775

普通株式に係る中間(当期)純利

益又は中間純損失（△）(千円)
△62,403 △895,125 31,775

普通株主に帰属しない金額(千

円)
－ － －

普通株式の期中平均株式数(株) 56,700 57,945 56,767

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益の算定に用いら

れた中間（当期）純利益調整額

の主要な内訳（千円）

－ － －

中間（当期）純利益調整額（千

円）
－ － －

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益の算定に用いら

れた普通株式増加数の主要な内

訳（株）

 新株引受権 － － 3

 新株予約権 － － 606

 転換社債型新株予約権付社債 － － 7,283

普通株式増加数（株） － － 7,892

希薄化効果を有しないため、潜

在株式調整後１株当たり中間(当

期)純利益の算定に含まれなかっ

た潜在株式の概要

 新株予約権（新株予

約権の数880個）及び合

併により承継した新株

引受権（新株引受権の

数6.9個）

－
－
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重要な後発事象

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
  至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
  至 平成18年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
  至 平成18年３月31日)

イージーシステムズ株式会社との株
式交換 
 当社は、平成17年12月15日開催の
取締役会において、イージーシステ
ムズ株式会社を完全子会社とするた
め、商法第358条第１項の規定に基
づき株主総会の承認を得ることなく
株式交換を行い、これに基づいて新
株式を発行することを決議いたしま
した。 
 株式交換に関する事項の概要は以
下のとおりであります。

─────── １ イージーシステムズ株式会社と 
の株式交換 
 当社は、平成17年12月15日開催の
取締役会において、イージーシステ
ムズ株式会社を完全子会社とするた
め、商法第358条第１項の規定に基
づき株主総会の承認を得ることなく
株式交換を行い、これに基づいて新
株式を発行することを決議し、平成
18年４月１日付で株式交換を実施い
たしました。 
 株式交換に関する事項の概要は以
下のとおりであります。

(1) 株式交換の目的 
  両者のセキュリティ技術の融合 
 により戦略的な情報セキュリティ 
 製品を提供し、事業領域の拡大を 
 飛躍的に加速させることを目的と 
 しております。

(1) 株式交換の目的 
  両者のセキュリティ技術の融合 
 により戦略的な情報セキュリティ 
 製品を提供し、事業領域の拡大を 
 飛躍的に加速させることを目的と 
 しております。

(2) 株式交換の方法 
  当社は、株式交換の日の前日の 
 最終のイージーシステムズ株式会 
 社の株主名簿に記載された又は記 
 録された株主と株式交換を行いま 
 す。

(2) 株式交換の方法 
  当社は、株式交換の日の前日の 
 最終のイージーシステムズ株式会 
 社の株主名簿に記載された又は記 
 録された株主と株式交換を行いま 
 す。

(3) 株式交換の日 
  平成18年４月１日

(3) 株式交換の日 
  平成18年４月１日

(4) 株式交換に際して発行する株式 
 及び割当 
  イージーシステムズ株式会社の 
 普通株式１株につき、当社普通株 
 式0.096株を割当交付します。但 
 し、平成18年１月４日から平成18 
 年３月31日の間における当社の株 
 価の終値の平均(修正株価とい 
 う。)が、207,152円を５％以上上 
 回る場合においては、次の算式に 
 より株式交換比率を修正します。 
  修正後の株式交換比率＝20,000 
 円÷修正株価 
  なお、上記の算式に関して、修 
 正後の株式交換比率は小数第３位 
 未満を切り捨てるものとする。

(4) 株式交換比率 
  イージーシステムズ株式会社の 
 普通株式１株につき、当社普通株 
 式0.066株を割当交付します。 
(5) 株式交換により発行する新株式 
  数 
    当社普通株式  651.28株 
(6) イージーシステムズ株式会社の 
 概要

住所 東京都中央区日本
橋箱崎町41番12号
日本橋第二ビル６
Ｆ

代表者 澁谷 紳一郎

資本金 100百万円

事業の内容 ソフトウェア開発
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前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
  至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
 至 平成18年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日)

 

(5) イージーシステムズ株式会社の 
  概要

住所 東京都中央区日本
橋箱崎町41番12号
日本橋第二ビル６
Ｆ

代表者 澁谷 紳一郎

資本金 100百万円

事業の内容 ソフトウェア開発

────── 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 

          
  
 
  
  
 
  

                          
  
 

 

 

２ 子会社の設立 
 当社は、平成18年４月24日開催の
取締役会において、下記のとおり当
社100％子会社を設立することを決
議し、平成18年４月26日に設立いた
しました。 
(1) 商号   株式会社シーフォービ 
      ジネスコンサルティン 
      グ 
(2) 資本金 30百万円 
(3) 所在地 東京都品川区上大崎 
(4) 決算期 ３月末 
(5) 役員・従業員数 ５名 
(6) 事業内容  
     情報セキュリティ・コンサル 
     ティング 
(7) 設立目的 
   セキュリティ基盤の調査、 
   分析、情報セキュリティ・ポ 
   リシーの策定、情報セキュリ 
    ティ・ マネジメント・シス 
   テムの構築及び認証取得支援 
   を行う目的で設立。 
  
３ 合弁による子会社の設立 
 当社は、平成18年４月28日開催の
取締役会において、下記のとおり株
式会社パソナテックとの合弁により
株式会社シーフォー＆パソナテック
マネージメントサービス(出資比率
60％)を設立することを決議し、平
成18年５月29日に設立いたしまし
た。 
(1) 商号   株式会社シーフォー 
       ＆パソナテックマネ 
       ージメントサービス 
(2) 資本金  100百万円 
(3) 所在地  東京都品川区上大崎 
(4) 決算期  ３月末 
(5) 役員・従業員 ５名 
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前中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

  該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

  該当事項はありません。 

  

前事業年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

  該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
 至 平成18年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日)

 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 

──────

 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
      

──────

(6) 事業内容 
   ①  内部統制・コンプライアン  
     ス強化、IT戦略に関するコ 
     ンサルティング事業 
   ②  情報セキュリティ関連コン 
     サルティング事業 
   ③  システムインテグレーショ 
    ン事業 
 (7) 設立目的 
    グループ戦略強化の策の一環 
   として、ITエンジニアの人材サ 
   ービスに特化して事業を行って 
   いる株式会社パソナテックとの 
   合弁により、ユーザーに対して 
   情報セキュリティ・コンサルテ 
   ィングのトータル・マネジメン 
   ト・サービスを行う予定であり 
   ます。 
  
４ 投資事業組合への出資 
 当社は、平成18年２月15日開催の
取締役会において、下記のとおりＣ
ＭＳ投資事業組合への組合加入をす
ることを決議し、平成18年５月16日
に出資契約を締結しております。
(1) 出資先 CMS投資事業組合

(2) 出資日付 平成18年５月16日

(3) 出資金額 550,000千円

継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況
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当社の事業内容は、情報セキュリティの要素技術の研究開発、販売及びライセンスの供与等となっており、生産

実績については記載しておりません。 

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。  

  

 

(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。  

       ２ 当中間連結会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対す 

          る割合は、次のとおりであります。 

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

5. 生産、受注及び販売の状況

(1) 生産実績

(2) 受注実績

（単位：千円）

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

比較増減（自 平成17年４月１日
   至 平成17年９月30

日）

（自 平成18年４月１日
   至 平成18年９月30

日）

受注高 受注残高 受注高 受注残高   受注高 前年同期比
（％）

  受託開発 13,720 － 11,870 － △1,850 86.5

(3) 販売実績

（単位：千円）

品目別

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

比較増減（自 平成17年４月１日
   至 平成17年９月30

日）

（自 平成18年４月１日
   至 平成18年９月30

日）

金額 金額 金額 前年同期比

情報セキュリティ事業

    セキュリティ製品販売 309,940 316,223 6,283 102.0

    ライセンス収入 294,128 24,262 △269,866 8.2

    受託開発 16,720 11,870 △4,850 71.0

    その他 70,879 134,037 63,158 189.1

合計 691,668 486,393 △205,275 70.3

相手先
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

販売高（千円） 割合（％） 販売高（千円） 割合（％）

 ネクスト・イット株式会社 ― ― 89,520 18.4

 株式会社ライブドア ― ― 63,869 13.1

 因幡電機産業株式会社 ― ― 63,063 12.9

富士電機ITソリューション株式会社 125,946 18.2 ―

株式会社インテリジェントウェイブ 95,830 13.9 ―

デジタルテクノロジー株式会社 80,000 11.6 ―
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平成18年11月17日

 

 

 

 

 

 
  
1. 平成19年３月中間期の連結業績（平成18年４月１日～平成18年９月30日） 
 (1) 連結経営成績                           (注)百万円未満切捨 

 
  

 

 
  
 (2) 連結財政状態 

 

 
  
 (3) 連結キャッシュ・フローの状況 

 
  
 (4) 連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

 
  
 (5) 連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

 
  
2. 19年３月期の連結業績予想（平成18年４月１日～平成19年３月31日） 

 
 (参考) １株当たり予想当期純利益（通期）  △23,064円19銭 
  ※  上記予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な

要因に係る本資料発表日現在における仮定を前提としております。実際の業績は、今後様々な要
因によって大きく異なる結果となる可能性があります。業績予想の前提となる仮定及び業績予想
のご利用にあたっての注意事項等につきましては、添付資料の９ページをご参照下さい。 

平成１９年３月期 中間決算短信（連結）

上場会社名 株式会社シーフォーテクノロジー 上場取引所 東京証券取引所（東証マザーズ)

コード番号 ２３５５ 本社所在都道府県 東京都

(URL http://c4t.jp)

代  表   者 役職名 代表取締役社長 氏名 三住 光男
問合せ先責任者 役職名 専務取締役経営企画室長 氏名 安斉 浩子

TEL (03)5447－2551  
決算取締役会開催日 平成18年11月17日

親会社等の名称 株式会社フォーカスシステムズ 親会社等における当社の議決権所有比率 32.7％

(コード番号：4662)

米国会計基準採用の有無  無

売上高 営業利益 経常利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年９月中間期 556 △17.8 △596 － △613 －

17年９月中間期 676 － △61 － △76 －

 18年 ３月 期 910 － △403 － △404 －

中間（当期）純利益 １株当たり中間(当期)純利益
潜在株式調整後 

１株当たり中間(当期)純利益
百万円 ％ 円 銭 円 銭

18年９月中間期 △823 － △14,215 61 － －

17年９月中間期 △77 － △1,365 14 － －

 18年 ３月 期 △445 － △7,847 81 － －

(注) ① 持分法投資損益 18年９月中間期 △25百万円 17年９月中間期 △22百万円 18年３月期 △10百万円

② 期中平均株式数(連結) 18年９月中間期 57,945株 17年９月中間期 56,700株 18年３月期 56,767株

③ 会計処理の方法の変更 無

④ 売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

18年９月中間期 5,129 541 9.9 8,640 10

17年９月中間期 5,205 1,476 28.4 26,030 46

 18年 ３月 期 4,868 1,121 23.0 19,691 09

(注) 期末発行済株式数(連結) 18年９月中間期 58,700株 17年９月中間期 56,711株 18年３月期 56,930株

営業活動による 
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

18年９月中間期 △227 △842 5 1,292

17年９月中間期 △136 △110 2,872 3,050

 18年 ３月 期 △545 △844 2,773 1,808

連結子会社数 ５社 持分法適用非連結子会社数 ０社 持分法適用関連会社数 ２社

連結(新規) ４社 (除外) １社 持分法(新規) １社 (除外) ０社

売上高 経常利益 当期純利益
百万円 百万円 百万円

通期 2,271 △912 △1,336
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当社グループは、当社、その他の関係会社である株式会社フォーカスシステムズ、連結子会社である株

式会社 シーフォー セールスサポート（100%、平成18年5月22日に株式会社セーフリードから社名変

更）、株式会社 シーフォー システムデザイン（100%、平成18年4月1日に株式交換により子会社化、平成

18年7月1日にイージーシステムズ株式会社から社名変更）、株式会社 シーフォー ビジネスコンサルティ

ング（100%、平成18年4月26日に設立）、株式会社 シーフォー & パソナテック マネージメントサービス

（60%、平成18年5月29日に株式会社パソナテックと合弁で設立）、株式会社 シーフォー ビジネスインテ

グレーション（100%、平成18年8月1日に株式交換により子会社化、旧社名株式会社コアサイエンス）、持

分法適用関連会社であるネクスト・イット株式会社（20.0%）及びMHSダイニング株式会社（29.9%)により

構成されており、情報セキュリティ事業を展開しております。 

 当社グループの情報セキュリティ事業においては、当社が独自に自社開発した暗号技術、秘密分散技

術、電子透かし技術、ニューラル・ネットワーク技術を基礎とし、これらのコア技術のライセンス供与を

行なうとともに、コア技術を活用した情報セキュリティ製品の開発・販売、情報セキュリティ・コンサル

ティング・サービス等を展開しております。 

 当社は、コア技術の研究開発とライセンスビジネスを行なっています。株式会社 シーフォー セールス

サポートは情報セキュリティ製品の販売を、株式会社 シーフォー システムデザインは情報セキュリティ

製品の開発を、株式会社 シーフォー ビジネスコンサルティングは情報セキュリティ・コンサルティング

を、株式会社 シーフォー & パソナテック マネージメントサービスは情報セキュリティ・コンサルティ

ングのトータル・マネジメントを行なっています。 

 また、当社は、株式会社フォーカスシステムズ及びネクスト・イット株式会社に対して、暗号技術等の

供与によるライセンスの許諾、情報セキュリティ製品の販売及び情報セキュリティに関する受託開発を行

なっております。また、株式会社フォーカスシステムズに対して、保守メンテナンス業務等の外注を行な

っております。 

  

【事業系統図】 

以上に述べた事項を事業系統図に示すと次のとおりであります。 

  

1. 企業集団の状況
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当社は、情報セキュリティ技術の発展に寄与することで、IT（情報技術）産業の健全な育成、更には

国内外の経済発展に貢献することを使命としております。これを具現化するために、①ビジネスに直結

する研究開発を行なう、②常に先進技術を追求し、顧客に最高のソリューションを提供する、③常にグ

ローバルな視野を持つ、④パートナーとの連携を積極的に行なう、を経営の基本方針に据えておりま

す。 

これらの基本方針に基づき、市場における多様な情報セキュリティニーズを即座にフィードバックし、

最適な製品やサービスの提供へと迅速に展開させてまいります。 

当社は、株主に対する利益還元を重要な経営課題と認識しておりますが、利益を事業拡大のための資

金に充てることにより企業価値の拡大を図り、強固な経営基盤を確立することを優先する方針であるた

め、当面は配当による利益還元を見送る予定であります。 

今後につきましては、各期の経営成績を考慮に入れ利益配当を検討していく方針であります。 

当社は、個人投資家の拡大及び株式の流動性向上を重要課題であると認識しております。投資単位に

つきましては、株価、株主数、財務状況等を総合的に勘案して、引き下げる方向で検討を進めてまいり

たいと考えております。 

 なお、具体的な施策及び時期等につきましては、現時点では未定であります。 

当社は、暗号技術、秘密分散技術、電子透かし技術、ニューラル・ネットワーク技術の供与によるラ

イセンス収入の増大に加え、情報セキュリティ製品の開発から販売、情報セキュリティ・コンサルティ

ングまでワンストップでソリューションを提供することにより、高収益率を誇る会社になることを目標

としております。また、単に売上・利益のみを追求するだけではなく、自己資本の効率的活用による株

主利益重視の観点から、自己資本利益率（ROE）の向上を目標としております。 

これまでの当社における事業展開の根幹は、暗号技術、秘密分散技術、電子透かし技術、ニューラ

ル・ネットワーク技術を供与することによるライセンス収入の獲得にありました。当社では、それを具

現化するための「アライアンスパートナー戦略」と「製品ラインアップ戦略」を基本戦略として事業を

推進してまいりました。 

 今後は、この2つの基本戦略をベースとしつつ、これまでに整備した事業基盤を活用し、さらに事業

分野の拡大を図るため、情報セキュリティに関するソリューションをワンストップで提供する「グルー

プ戦略」を推進し、中長期における会社の経営戦略に捉えております。 

 「アライアンスパートナー戦略」とは、当社の暗号技術等を利用するエンドユーザーに対して効率

的・効果的にアプローチするにあたり、各分野に精通したパートナーと協業していく戦略です。当社か

ら見たアライアンス企業の属性は大きく3つ（販売系パートナー・製造系パートナー・共同開発系パー

トナー）に分かれます。販売系パートナーとは、当社製品の再販等を行うアライアンス先であり、製造

系パートナーとは、当社製品（技術）を導入先企業内における製品や事業へ活用等を図るアライアンス

先であり、さらに共同開発系パートナーとは、当社製品（技術）を基礎とした共同開発を行うアライア

ンス先であります。一つのアライアンス先が、上記のうちの一つの属性に分類されるわけではなく、販

2. 経営方針

(1) 会社の経営の基本方針

(2) 会社の利益配分に関する基本方針

(3) 投資単位の引下げに関する考え方及び基本方針等

(4) 目標とする経営指標

(5) 中長期的な会社の経営戦略
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売系パートナーであり且つ製造系パートナーであったり、製造系パートナーであり且つ共同開発系パ

ートナーである等、属性が重複している場合も存在します。当該戦略を実行することにより、効率的に

公共系・金融業系・製造業系・流通サービス業系・医療系・通信業系等の非常に幅広いマーケットにア

プローチすることが可能となっております。 

 「製品ラインアップ拡充戦略」とは、エンドユーザーのニーズ及び時流に合致する製品ラインアップ

を拡充させる戦略です。上記「アライアンスパートナー戦略」を具現化するための戦略という位置付け

です。当社では、当該戦略を実行していくに当たり、営業と開発との相互連携を密に図ることにより、

営業担当部門の第一線で得た情報を開発担当部門にフィードバックし、研究開発のための開発ではな

く、ビジネスに直結した研究開発を心がけております。 

 そして、「グループ戦略」は、当社の保有する情報セキュリティに関するコアテクノロジーを核とし

て、情報セキュリティ製品開発、情報セキュリティ製品販売、情報セキュリティ・コンサルティング・

サービス、情報セキュリティ・コンサルティングの総合的なマネジメント、情報セキュリティを組み込

んだシステム構築等、情報セキュリティ事業推進に関する機能ごとに、資本関係を持つグループ会社を

位置づけ、グループ全体で情報セキュリティに関するソリューションをワンストップで提供する体制を

構築する戦略です。これにより、グループ内の経営資源を効率的に活用し、収益性の高い事業体質へ転

換を図ってまいります。さらに、今後も相乗効果の見込める会社をグループ内に取り込むことで、販売

チャネルの拡大や提供できるサービスのフルラインアップ化を進め、業容の拡大を図ってまいります。

平成17年4月の個人情報保護法全面施行への対策や、上場企業の日本版SOX法対策等、企業における情

報セキュリティに対する取り組みが本格化する中で、当社におきましてはニーズの高い新製品・新サー

ビスを市場投入する等、事業基盤を着実に拡大させることができました。その一方で、収益管理等、事

業基盤拡大に応じた経営課題も顕在化してきており、今後は以下に示すような対応が必要と考えており

ます。 

①グループ戦略の一層の推進について 

 当社の今後の事業展開においては、パートナー企業を活用した事業拡大であるアライアンスパートナ

ー戦略をさらに一歩進めたグループ戦略を推進していく方針であります。資本投入を通じ事業上のシナ

ジー効果の高い企業群によるグループ化を進め、事業機会や販売チャネルの拡大、技術開発の加速、多

様な業種及び事業領域に対する当社技術の浸透を図ってまいります。 

一方で、グループ企業内における最適な経営資源、事業担当の配置を行ない、より効率的な経営も進め

てまいります。 

 また、平成17年9月にSBIホールディングス株式会社との戦略的業務提携に向けた基本合意及び資本提

携を行なっておりますが、同社グループへの情報セキュリティ技術の導入による事業機会の拡大や、同

社グループとの新たな協業展開等について具体化してまいります。 

なお、資本提携で得た資金は、グループ企業拡大のための投融資や、当社のコアテクノロジーを利用し

た新規事業の立ち上げ等に活用し、事業拡大を図ってまいります。 

②製品戦略について 

 当社の製品については、これまでも市場ニーズに応じ様々な製品・サービスを提供してまいりまし

た。その中で、より効率的な開発・販売活動を展開するために、ユーザーからの引き合いの強い製品に

絞って当社の経営資源を集中投入し、収益力の向上を図っております。 

今後は、グループ戦略に基づき、当社グル－プの戦略的な情報セキュリティ製品開発会社である株式会

(6) 会社の対処すべき課題
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社 シーフォー システムデザインへ製品開発機能を集約し、これまで以上に迅速な製品開発を行なっ

てまいります。 

 また、製品販売面においては、当社グループの戦略的な情報セキュリティ製品販売会社である株式会

社 シーフォー セールスサポートに機能を集約させるとともに、マーケットの情報を株式会社 シーフ

ォー システムデザインへフィードバックさせ、市場のニーズを的確に捉えた製品開発に結びつけてま

いります。 

③収益管理について 

 当社では平成18年3月期も赤字を計上しており、その収益水準としては株主の皆様の期待に十分に応

えてはいないことを認識しております。 

 今回の業績の修正を踏まえ、早急にグループ戦略の見直しを行い、当社及び各子会社・関連会社の役

割と目標達成責任を明確化し、経営資源をより効率的に活用することで、グループ全体で収益の徹底管

理を行います。 

④当社の研究開発について 

 近年における情報セキュリティ業界の技術変化及び従来技術の陳腐化は急速であることから、当社技

術及びそれを用いた製品等のライフサイクルが短期化する可能性は否定できないものと認識しており、

次世代技術への対応も進めております。 

 また、新たな技術の研究開発においては、情報セキュリティ全般における知識を確保することが必須

であると考えており、当社は、そのような知識を確保するための学会・研究会等の活動にも積極的に参

加していく方針であります。 

⑤当社の知的所有権に係る方針について 

 当社は、独自自社開発技術に関して特許を出願しており、今後においても新規の製品及びサービスを

開発した際には、独自技術について特許等の工業所有権等を取得することにより知的所有権等の防衛を

図る方針であります。知的所有権の重要性は今後一層高まるものと認識しており、法務担当のスキルア

ップ及び専門家等との連携強化を図る方針であります。 

⑥人材の確保及び育成について 

 当社は、事業の拡大に応じて優秀な人材を適時に確保し、育成していくことが重要であると考えてお

ります。しかしながら、情報セキュリティ業界における技術革新の進捗に応じた当社の新技術及び新製

品が市場に進出するスピードが、当社の想定を上回る速さで展開していくことも考えられます。また、

情報セキュリティ業界においては、当社事業に必要とする専門的知識、技術及び資格等をもつ人材に対

する需要は高く、当社において必要な人員拡充が計画どおり進まない、又は想定以上のコストが生じる

等の可能性があります。このような状況が生じた場合の対応策として、現在当社では人事制度の抜本的

見直しを実施しております。また、人材の確保は当社の重点課題として捉え積極的に人材の募集を進め

てまいります。 

(7) 親会社等に関する事項

①親会社等の商号等（平成18年9月30日現在）

親会社等 属性
親会社等の議決権所

有割合（％）
親会社等が発行する株券が上場

されている証券取引所等

株式会社フォーカス
システムズ

上場会社が他の会社の関
連会社である場合におけ
る当該他の会社

32.72% ジャスダック証券取引所
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株式会社フォーカスシステムズは当社にとってその他の関係会社に該当し、平成18年9月30日現在の

当社の総株主の議決権に対する所有割合は32.72%となっております。当社は、株式会社フォーカスシス

テムズに対して暗号技術等の供与によるライセンスの許諾、セキュリティ製品の販売及びセキュリティ

に関する受託開発を行なっております。その一方で株式会社フォーカスシステムズに対して、保守メン

テナンス業務等の外注を行なっております。 

 株式会社フォーカスシステムズは、通信制御分野や官公庁分野に強みを持っており、当社が暗号技術

やセキュリティ製品の同分野への市場浸透を図るためのパートナーの1社となっております。 

独立性の確保に関しましては、下記のとおり同社の取締役1名が当社の監査役を兼任しておりますが、

財務・経理分野の専門知識を有していることから、当社の監査体制の強化のため当社から就任を依頼し

たもので、当社独自の経営判断を妨げるものではありません。また、同社からの出向者受け入れはあり

ません。 

 また、上記の取引につきましても、一般市場取引と同様の条件により行っており、事業活動や経営判

断においての独立性は確保されております。 

（役員の兼務状況） 

 

当社と株式会社フォーカスシステムズとの間には、当社製品の販売、セキュリティ製品仕入及び保守

メンテナンス業務等の外注の取引があります。 

特記すべき事項はありません。 

②親会社等の企業グループにおける上場会社の位置付けその他の上場会社と親会社等との関係

役職 氏名
親会社等又はそのグループ

企業での役職
就任理由

監査役 森 啓一
㈱フォーカスシステムズ

取締役管理本部長 
兼経営企画室長

監査体制強化のため当社から就任を依頼

③親会社等との取引に関する事項

(8) その他、会社の経営上の重要な事項
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当中間連結会計期間におけるわが国経済は、企業部門の好調を背景として設備投資の拡大や雇用情勢

の改善、また堅調な個人消費により、景気は引続き回復基調にありました。 

 当社グループの属する情報セキュリティ業界におきましては、平成21年3月期より適用される日本版

SOX法への取り組みが上場企業で始まり、財務情報管理に関するセキュリティニーズが顕在化する等、

情報セキュリティ対策への投資は増加傾向にありました。 

 このような中で、当社グループといたしましては、「アライアンスパートナー戦略」及び「製品ライ

ンアップ拡充戦略」を基本戦略として、資本投入によるグループ企業の拡大を図る「グループ戦略」を

推進しております。その一環として、本年4月には、セキュリティ製品開発を担うイージーシステムズ

株式会社（現 株式会社 シーフォー システムデザイン）を子会社化し、同じく4月には情報セキュリテ

ィ・コンサルティングを専門とする株式会社 シーフォー ビジネスコンサルティング（出資比率100%）

を、5月には情報セキュリティ・コンサルティングに関するトータル・マネジメントを行なう株式会社

シーフォー & パソナテック マネジメントサービス（出資比率60%）の2社を新たに設立いたしました。

これらのグループ企業の拡充により、当社は、情報セキュリティのコア技術の研究開発とライセンスビ

ジネス、ならびにグループの司令塔として、また、株式会社 シーフォー セールスサポート（旧 株式

会社セーフリード）は、グループの製品販売の主軸として、それぞれグループ各社の役割と責任を明確

化した体制を確立し、「情報セキュリティのトータル・ソリューション・プロバイダー」の実現に向け

て事業を推進いたしました。 

 ただし、企業会計基準委員会の実務対応報告（*1）に基づき2006年9月に契約を行なった当社大型案

件である「ライセンス販売」については、収益の計上を見送り、またグループ会社の当初予定の売上高

が目標未達に終わり、過年度決算修正による前期より計上期を修正した70,000千円を加えた結果、連結

売上高は556,393千円となりました。 

 これまでに進めたソフトウェア開発関連の償却費等の負担、グループ戦略に伴う人件費および地代家

賃の負担増もあり、連結営業損失は、596,658千円、連結経常損失は613,472千円、連結中間純損失は

823,734千円計上いたしました。 

  

  

（*1：企業会計基準委員会 実務対応報告第17号「ソフトウェア取引の収益の会計処理に関する実務上

の取扱い」（平成18年3月30日発表） 

  

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、 

1,292,603千円となりました。前年同期との比較は1,757,617千円の減少となります。 

 当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローは、次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果使用した資金は、227,905千円となりました。これは、税引前当期純損失の計上に加

え、仕入債務の減少等があったことによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は、842,481千円となりました。これは、主に投資有価証券の取得や貸付

3. 経営成績及び財政状態

(1) 経営成績

(2) 財政状態

45



による支出によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果得られた資金は、5,059千円となりました。これは、主に運転資金である短期借入金の

増加によるものであります。 

  

当社グループのキャッシュ・フロー指標は以下のとおりであります。  

 
（注）自己資本比率              ：株主資本／総資産  

        時価ベースの株主資本比率        ：株式時価総額／総資産  

        債務償還年数              ：有利子負債／営業キャッシュ・フロー  

        インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い  

1. 株式時価総額は、中間期末株価終値×中間期末発行済株式総数により算出しております。  

2. 有利子負債は、中間連結貸借対照表に計上されている負債のうち、  

   利子を支払っている全ての負債を対象としております。  

3. 営業キャッシュ・フロー及び利払いは、中間連結キャッシュ・フロー計算書に  

   計上されている「営業活動によるキャッシュ・フロー」及び「利息の支払額」を使用して 

   おります。  

4. 平成18年9月中間期末における債務償還年数及びインタレスト・カバレッジ・レシオは、  

   営業キャッシュ・フローがマイナスのため記載しておりません。  

5. 各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。  

  

今後のわが国経済におきましては、景気は回復基調が続くものと思われます。情報セキュリティ業界

におきましては、企業の内部統制強化や、日本版SOX法の施行を控え、セキュリティコンサルティング

およびセキュリティソリューションのニーズは引き続き拡大を続けるものと予想されます。 

 当社といたしましては、こうした環境認識を踏まえ「情報セキュリティのトータル・ソリューショ

ン・プロバイダー」の実現に向けてグループ戦略の推進を行なってまいりました。しかしながら、当中

間期において売上全体（個別予想）の60%を超える規模の案件である「ライセンス販売」がSIerより受

注し成約となったものの、企業会計基準委員会が平成18年3月30日に発表した実務対応報告第17号「ソ

フトウエア取引の収益の会計処理に関する実務上の取扱い」に基づき、当社が2006年9月に計上した売

上の全部について「アライアンス・パートナー（SIer等含む）での当社製品の販売が完了しないうち

は、売上が実現したとはいえない」ということから、結果としてこの案件の売上は計上されておりませ

ん。 

 また、グループ会社の設立に伴い情報共有の徹底に努めてまいりましたが、グループ会社にて販売予

想を見込んでいた案件について、上期中に成約できない案件が発生いたしました。今後につきましては

（単位：千円）

平成18年３月期 平成19年３月期

中間 期末 中間

自己資本比率 28.4% 23.0% 9.9%

時価ベースの株主資本比率 215.7% 337.9% 152.2%

債務償還年数 ― 年 ― 年 ― 年

インタレスト・カバレッジ・レシオ ― 倍 ― 倍 ― 倍

(3）通期の見通し（平成18年4月1日～平成19年3月31日）
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グループ会社の管理体制をより強化してまいります。 

 さらに当初より大型のライセンス販売については、確実に見込めると判断した場合に発表を行なう方

針を徹底してまいりましたが、今後はこれに加え新規顧客の案件（ライセンス販売）も含めて、業績の

変動幅が大きいものにつきましてはすべて業績見通しに含まないことといたしました。 

 この結果により、平成18年11月16日に公表しましたとおり、当初業績予想を修正しております。 

上記を受け、早急にグループ会社の再編を視野に入れた当社グループ戦略の見直しを行なうとともに、

収益基盤を確立できる営業体制の強化を目指します。 

  

平成19年3月期の業績予想  

 
なお、大型のライセンス供与案件については、業績の変動に与える影響が大きいため、業績予想に織

り込まない方針を採っております。契約が成約に至った場合または成約が確実に見込めると判断した場

合であって、かつ当該契約の成約による金額または複数の契約の成約の合計金額による業績の変動幅

が、投資判断に影響を与えると判断した場合には、迅速に業績予想の修正として公表してまいります。

①アライアンスパートナーを通じた販売活動について 

 当社は、他企業とのアライアンスを積極的に進めることにより、コンピュータ・ネットワーク化が進

む現状において、多様な業界で事業を展開し技術ノウハウ及び顧客等を有する複数の企業と提携し、各

業界におけるニーズを汲み取り、従来取扱いが複雑とされていたセキュリティ製品又はサービスを共同

で開発し提供することが可能になるとともに、情報セキュリティに係る新たな需要を喚起することによ

る事業拡大も図れるものと考えております。また、これにより当社においては営業活動の効率化が図れ

るため、研究開発部門への経営資源の集中が可能となるものと考えております。 

 当社は、今後においても、アライアンスパートナー戦略の積極的な推進を図り事業拡大に結び付けて

いく方針であり、アライアンスパートナーの選定については、各相手先企業の事業特性等を考慮しつつ

行っていく方針であります。今後におきましてもアライアンスパートナーのフォローアップは緊密に行

ってまいりますが、進行しているプロジェクトごとの進捗状況すべてを当社でコントロールすることは

できないため、当社の販売計画に変更が生じる可能性があります。 

②グループ戦略の推進について 

 当社は、資本投入により連携を強化したグループ会社を拡大し、情報セキュリティ事業のフルライン

アップ化を図るべく、グループ戦略を推進してまいりました。今回の業績の修正要因の一つとしてグル

ープ会社の管理不足があり早急にグループ戦略の見直しを行い、収益基盤の確立を目指します。 

③SBIホールディングス・グループとの戦略的業務提携の推進及び資本提携について 

 当社は、昨年9月、SBIホールディングス・グループと戦略的業務提携の推進及び資本提携について合

意しております。当社グループの事業機会を増大させる可能性の高い提携であり、既に平成18年3月期

より一部のコンサルティング業務等に着手しております。 

（連結） （単位：百万円）

売上高 経常利益 当期純利益

通  期 2,271 △912 △1,336

（個別） （単位：百万円）

売上高 経常利益 当期純利益

通  期 1,147 △544 △1,394

(4) 事業等のリスク
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 しかし、本格的な提携による業務推進は現在検討段階であり、今後、必ずしも具体的な業務推進が

進展しない可能性もあります。また、当社がSBIホールディングス・グループを対象として発行してい

る転換社債型新株予約権付社債について、償還期限である平成20年9月までにその大部分が株式に転換

されない場合、当社は社債の償還資金が必要となります。その場合、当社の事業展開及び業績等に重大

な影響が生じる可能性があります。 

④新技術・製品の開発について 

 新たな技術の研究開発においては、暗号アルゴリズムに関する知識だけでなく、情報セキュリティ全

般における知識を確保することが必須であると考えており、当社は、そのような知識を確保するための

社内教育体制の整備にも重点を置いております。しかし、情報セキュリティ業界の急速な技術変化によ

り当社技術の陳腐化が生じた場合、当社事業において次世代技術への円滑な移行が困難となる場合、又

は、何らかの要因により当社における技術変化への対応が困難となった場合においては、当社の事業展

開及び業績等に重大な影響が生じる可能性があります。 

⑤知的所有権について 

 現在申請中もしくは今後申請する特許等について、第三者が特許を取得した場合又は当社が認識しな

い特許が既に成立している場合、当該第三者より使用差止及び損害賠償等の訴えを起こされる可能性な

らびに当該特許使用にかかる対価等の支払い等が発生する可能性があり、これらの場合、当社業績に悪

影響を与える可能性があります。 

 また、一般的にソフトウェアプログラムの技術に係わる知的所有権等については、権利の範囲が必ず

しも明確であるとはいえず、工業所有権等を取得している場合においても、これらの強力な保護が得ら

れない可能性があります。 

 なお、当社においては、今後知的所有権の重要性が一層高まるものと認識しており、法務担当の人員

拡充ならびにスキルアップ、さらに専門家等との連携強化を図る方針でありますが、十分な対応が図れ

ない場合には、当社の事業戦略及び業績に重要な影響を及ぼす可能性があります。 

⑥製品の不具合等について 

 当社の製品等において誤作動・不具合等が生じた場合には、当該原因が当社に責任のある要因による

ものであった場合については、損害賠償責任の発生やアライアンス企業及びエンドユーザーの当社に対

する信頼喪失により、当社事業は悪影響を受ける可能性があります。 

⑦人材の確保及び育成について 

 当社は、事業の拡大に応じて優秀な人材を適時に確保し、育成していくことが重要であると考えてお

ります。しかしながら、情報セキュリティ業界における技術革新の進捗に応じた当社の新技術及び新製

品が市場に進出するスピードが、当社の想定を上回る速さで展開していくことも考えられます。また、

情報セキュリティ業界においては、当社事業に必要とする専門的知識、技術及び資格等を持つ人材に対

する需要は高く、当社において必要な人員拡充が計画どおり進まない、又は想定以上のコストが生じる

等の可能性があります。このような状況が生じた場合においては、当社の事業展開及び業績等に重要な

影響を及ぼす可能性があります。 
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4. 中間連結財務諸表等

中間連結財務諸表

① 中間連結貸借対照表

前中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 3,075,220 1,317,603 1,833,385

 ２ 受取手形及び売掛金 583,231 537,166 357,576

 ３ たな卸資産 76,161 275,923 145,269

 ４ 短期貸付金 － 492,489 433,761

 ５ その他 126,724 170,444 565,153

   貸倒引当金 － △269,100 △14,500

   流動資産合計 3,861,339 74.2 2,524,528 49.2 3,320,646 68.2

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※1 52,953 1.0 69,843 1.4 45,452 0.9

 ２ 無形固定資産

  (1) ソフトウェア 993,820 860,277 974,028

   (2) ソフトウェア仮勘 
        定

－ 190,334 －

  (3) のれん － 503,521 －

  (4) その他 332 654 122

   無形固定資産合計 994,153 19.1 1,554,788 30.3 974,151 20.0

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 － 843,689 458,315

  (2) その他 297,450 231,561 70,027

    貸倒引当金 － △42,660 －

    投資損失引当金 － △52,051 －

   投資その他の資産 
   合計

297,450 5.7 980,538 19.1 528,342 10.9

   固定資産合計 1,344,556 25.8 2,605,170 50.8 1,547,946 31.8

   資産合計 5,205,896 100.0 5,129,698 100.0 4,868,592 100.0
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前中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 138,687 236,606 221,058

 ２ 短期借入金 ※２ 41,669 150,000 －

 ３ １年以内返済予定 
   長期借入金

84,437 110,740 72,600

 ４ １年以内償還予定社 
   債

40,000 40,000 40,000

 ５ 仮受金 ― 319,822 76,333

 ６ 賞与引当金 10,290 59,310 9,240

 ７ その他 82,373 217,732 53,431

   流動負債合計 397,456 7.6 1,134,211 22.1 472,663 9.7

Ⅱ 固定負債

 １ 社債 280,000 240,000 260,000

 ２ 転換社債型 
   新株予約権付社債

3,000,000 3,000,000 3,000,000

 ３ 長期借入金 52,200 94,568 14,900

 ４ 退職給付引当金 － 52,466 －

 ５ 債務保証損失引当金 － 67,000 －

   固定負債合計 3,332,200 64.0 3,454,034 67.3 3,274,900 67.3

   負債合計 3,729,656 71.6 4,588,246 89.4 3,747,563 77.0

(少数株主持分)

  少数株主持分 － － － － － －

(資本の部)

Ⅰ 資本金 1,299,417 25.0 － － 1,306,084 26.8

Ⅱ 資本剰余金 1,014,912 19.5 － － 1,021,584 21.0

Ⅲ 利益剰余金 △837,559 △16.1 － － △1,205,654 △24.8

Ⅳ 自己株式 △530 △0.0 － － △985 △0.0

   資本合計 1,476,239 28.4 － － 1,121,029 23.0

   負債、少数株主持分 
   及び資本合計

5,205,896 100.0 － － 4,868,592 100.0
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前中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 － 1,306,684 －

 ２ 資本剰余金 － 1,232,761 －

 ３ 利益剰余金 － △2,029,389 －

 ４ 自己株式 － △2,881 －

   株主資本合計 － 507,175 9.9 －

Ⅱ 少数株主持分 － 34,277 0.7 －

   純資産合計 － 541,452 10.6 －

   負債純資産合計 － 5,129,698 100.0 －
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② 中間連結損益計算書

前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比 
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 676,668 100.0 556,393 100.0 910,597 100.0

Ⅱ 売上原価 323,501 47.8 531,188 95.5 487,005 53.5

   売上総利益 353,166 52.2 25,205 4.5 423,591 46.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費

 １ 役員報酬 53,201 90,997 97,371

 ２ 給与手当 131,120 199,757 286,274

 ３ 減価償却費 41,388 7,935 62,660

 ４ 賞与引当金繰入額 6,682 5,548 5,730

 ５ 貸倒引当金繰入額 － 12,644 －

 ６ その他 181,843 414,236 61.2 304,980 621,864 111.7 374,975 827,012 90.8

   営業損失 61,070 △9.0 596,658 △107.2 403,420 △44.3

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 1,325 7,532 4,119

 ２ 投資有価証券売却 
   益

14,509 － 14,509

 ３ 為替差益 － 3,030 －

 ４ その他 374 16,208 2.4 4,942 15,505 2.7 4,153 22,781 2.5

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 4,192 4,760 7,255

 ２ 持分法による 
   投資損失

22,837 25,748 10,390

 ３ その他 4,154 31,183 4.6 1,809 32,318 5.8 6,041 23,687 2.6

   経常損失 76,044 △11.2 613,472 △110.3 404,326 △44.4

Ⅵ 特別利益

 １ 貸倒引当金戻入額 － － 14,500 14,500 － －

Ⅶ 特別損失

 １ 製品評価損 － 40,036 20,000

 ２ 投資有価証券評価損 － 34,477 －

 ３ 関係会社投資損失引 
   当金繰入額

－ 52,051 －

 ４ 関係会社株式売却損 － － 3,334 

 ５ 固定資産除却損 ※1 － 3,610 738 

 ６ のれん償却額 － 85,554 －

 ７ その他 － － 13,109 228,839 41.1 14,500 38,573 4.2

  税金等調整前中間 
  (当期)純損失     

76,044 △11.2 827,811 △148.8 442,899 △48.6

   法人税、住民税 
   及び事業税

1,358 1,652 2,599

   法人税等調整額 － 1,358 0.2 － 1,652 0.3 － 2,599 0.3

   少数株主損失 － 0.0 5,729 1.1 － 0.0

   中間(当期)純損失 77,403 △11.4 823,734 △148.0 445,498 △48.9
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③ 中間連結剰余金計算書

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 1,014,162 1,014,162

Ⅱ 資本剰余金増加高

 １ 新株予約権の行使による 
   新株の発行

750 7,200

 ２ 新株引受権の行使による新株の 
   発行

－ 750 222 7,422

Ⅲ 資本剰余金中間期末(期末)残高 1,014,912 1,021,584

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 △718,213 △718,213

Ⅱ 利益剰余金減少高

 １ 中間(当期）純損失 77,403 445,498

 ２ 連結子会社増加による 
   利益剰余金減少高

4,917 4,917

 ３ 持分法適用会社増加による 
   利益剰余金減少高

37,024 119,345 37,024 487,441

Ⅲ 利益剰余金中間期末(期末)残高 △837,559 △1,205,654
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当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

  

④ 中間連結株主資本等変動計算書

株主資本

少数株主持分 純資産合計

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(千円) 1,306,084 1,021,584 △1,205,654 △985 1,121,029 － 1,121,029

中間連結会計期間中の変動額

 新株の発行 600 600 1,200 1,200

 株式交換 210,576 210,576 210,576

 中間純損失 823,734 823,734 823,734

 自己株式の取得 △1,896 △1,896 △1,896

 少数株主持分 34,277 34,277

 株主資本以外の項目の中間連結 

 会計期間中の変動額(純額)
34,277 34,277

中間連結会計期間中の変動額合計 

(千円)
600 211,176 △823,734 △1,896 △613,854 34,277 △579,577

平成18年９月30日残高(千円) 1,306,684 1,232,761 △2,029,389 △2,881 507,175 34,277 541,452
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⑤ 中間連結キャッシュ・フロー計算書

前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・

フロー計算書
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 税金等調整中間（当期）純損失 △76,044 △827,811 △442,899

 ２ 減価償却費 199,737 250,336 398,176

 ３ のれん償却額 － 95,060 －

 ４ 貸倒引当金の増加額 － △1,856 14,500

 ５ 賞与引当金の増加額（減少額△） 1,650 △2,130 600

 ６ 投資損失引当金の増加額 － 52,051 －

 ７ 受取利息及び配当金 △1,325 △7,878 △4,119

 ８ 支払利息 4,192 4,760 7,255

 ９ 為替差損 － 454 －

 10 持分法による投資損失 22,837 25,748 10,390

 11 固定資産除却損 － 3,610 738

 12 投資有価証券評価損 － 34,477 －

 13 投資有価証券売却益 △14,509 － △14,509

 14 売上債権の減少額（増加額△） △398,334 96,844 △168,834

 15 たな卸資産の増加額 △15,878 △18,415 △84,986

 16 仕入債務の増加額（減少額△） 76,155 △183,812 158,526

 17 未収入金の減少額 20,213 37,182 19,994

 18 未払金の増加額（減少額△） 28,529 6,936 △2,258

 19 その他 22,660 206,579 △430,516

    小計 △130,117 △227,859 △537,941

 20 利息の受取額 925 6,609 2,837

 21 利息の支払額 △4,062 △4,549 △7,048

 22 法人税等の支払額 △2,903 △2,105 △3,110

   営業活動による 
   キャッシュ・フロー

△136,157 △227,905 △545,263

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 有形固定資産取得による支出 △10,977 △8,647 △13,750

 ２ 無形固定資産取得による支出 △161,160 △206,223 △333,479

 ３ 定期預金の解約による収入 140,000 － 140,000

 ４ 貸付による支出 △164,022 △292,000 △705,267

 ５ 貸付金の回収による収入 64,824 41,440 301,636

 ６ 投資有価証券の取得による支出 － △446,125 △270,000

 ７ 投資有価証券の売却による収入 24,509 － 24,509

 ８ 保証金の差入れによる支出 △4,020 △40,952 △4,020

 ９ 株式交換による子会社資金受入額 － 110,027 －

 10 その他 － － 15,534

   投資活動による 
   キャッシュ・フロー

△110,846 △842,481 △844,838
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前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・

フロー計算書
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 短期借入金の純増加額(減少額△) △49,998 52,000 △91,667

 ２ 長期借入金の返済による支出 △57,466 △66,251 △106,603

 ３ 転換社債型新株予約権付 
   社債の発行による収入

2,999,009 － 2,998,193

 ４ 社債の償還による支出 △20,000 △20,000 △40,000

 ５ 株式発行による収入 1,500 1,200 14,839

 ６ 自己株式の取得による支出 △452 △1,896 △906

 ７ 少数株主に対する株式の発行によ 
   る収入

－ 44,000 －

 ８ 少数株主への清算配当の支払額 － △3,993 －

   財務活動による 
   キャッシュ・フロー

2,872,593 5,059 2,773,856

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 － △454 －

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 
  (減少額△)

2,625,589 △1,065,782 1,383,754

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 421,918 1,808,385 421,918

Ⅶ 新規連結に伴う現金及び 
  現金同等物の増加額

2,712 550,000 2,712

Ⅷ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高

※ 3,050,220 1,292,603 1,808,385

56



  

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項
(1) 連結子会社の数 １社

連結子会社名
 ㈱セーフリード

 従来、非連結子会社であった
㈱セーフリードは、重要性が増
したことにより、当中間連結会
計期間より連結の範囲に含めて
おります。
 なお、非連結子会社はありま
せん。

１ 連結の範囲に関する事項
(1) 連結子会社の数 ６社

連結子会社名
㈱シーフォーセールスサポート
（旧 ㈱セーフリード） 
㈱シーフォーシステムデザイン
（旧 イージーシステムズ㈱）
㈱シーフォービジネスコンサル
ティング 
㈱シーフォー＆パソナテックマ
ネージメントサービス 
㈱シーフォービジネスインテグ
レーション 
ＣＭＳ投資事業組合

 ㈱シーフォーシステムデザイ
ンは、当中間連結会計期間中に
株式交換により完全子会社とな
りましたため、当中間連結会計
期間より連結の範囲に含めてお
ります。 
 ㈱シーフォービジネスコンサ
ルティングは、当中間連結会計
期間中に当社の100％出資により
設立したため、当中間連結会計
期間より連結の範囲に含めてお
ります。 
 ㈱シーフォー＆パソナテック
マネージメントサービスは、当
中間会計期間中に株式会社パソ
ナテックとの合弁(出資比率
60％)により設立したため、当中
間連結会計期間より連結の範囲
に含めております。 
 ㈱シーフォービジネスインテ
グレーションは、当中間連結会
計期間中に株式交換により完全
子会社となりましたため、当中
間連結会計期間により連結の範
囲に含めております。 
 ＣＭＳ投資事業組合は当中間
期中に出資契約を締結したた
め、当中間期より連結の範囲に
含まれておりましたが、当中間
期中に解散しております。 
  なお、非連結子会社はありま
せん。

１ 連結の範囲に関する事項
(1) 連結子会社の数 １社

連結子会社名
㈱セーフリード

従来、非連結子会社であった
㈱セーフリードは、重要性が増
したことにより、当中間連結会
計期間より連結の範囲に含めて
おります。

なお、非連結子会社はありま
せん。

２ 持分法の適用に関する事項
(1) 持分法を適用した関連会社の

数 ２社

２ 持分法の適用に関する事項
(1) 持分法を適用した関連会社の

数 ２社

２ 持分法の適用に関する事項
(1) 持分法を適用した関連会社の
数 ２社

(2) 持分法適用の関連会社の名称
㈱カネット
ネクスト・イット㈱

 従来、関連会社であったメデ
ィカル・データ・ビジョン㈱
は、前期中において持分比率減
少により関連会社ではなくなっ
たため、当中間連結会計期間よ
り持分法適用の範囲から除外し
ております。
 なお、持分法を適用しない非
連結子会社及び関連会社はあり
ません。

(2) 持分法適用の関連会社の名称
ネクスト・イット㈱
ＭＨＳダイニング㈱

 ＭＨＳダイニング㈱は、当中
間連結会計期間に新しく株式を
取得したことにより持分法適用
関連会社となっております。
 従来、関連会社であった㈱カ
ネットは、平成17年12月10日に
所有株式をすべて売却したこと
により関連会社ではなくなった
ため、当中間連結会計期間より
持分法適用の範囲から除外して
おります。
  なお、持分法を適用しない非
連結子会社及び関連会社はあり
ません。

(2) 持分法適用の関連会社の名称
㈱カネット
ネクスト・イット㈱
従来、関連会社であった㈱カ

ネットは、平成17年10月12日に
所有株式をすべて売却したこと
により関連会社ではなくなった
ため、当下期より持分法の適用
の範囲から除外しております。

従来、関連会社であったメデ
ィカル・データ・ビジョン㈱
は、前期中において持分比率減
少により関連会社ではなくなっ
たため、当連結会計年度より持
分法適用の範囲から除外してお
ります。

なお、持分法を適用しない非
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連結子会社及び関連会社はあり
ません。
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前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
  至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
  至 平成18年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
  至 平成18年３月31日)

３ 連結子会社の中間決算日等に関
する事項 
 連結子会社の中間決算日は、中
間連結決算日と一致しておりま
す。

３ 連結子会社の中間決算日等に関
する事項 
中間決算日が中間連結決算日と異
なる場合の内容等 
 連結子会社のうち、㈱シーフォ
ーシステムデザインの決算日は９
月末日であります。 
中間連結財務諸表の作成にあたっ
て同社については、中間連結決算
日現在で実施した仮決算に基づく
中間財務諸表を使用しておりま
す。

３ 連結子会社の決算日等に関する
事項 
 連結子会社の事業年度の末日
は、連結決算日と一致しておりま
す。

４ 会計処理基準に関する事項 ４ 会計処理基準に関する事項 ４ 会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価
方法 
①有価証券 
 その他有価証券 
  時価のあるもの 
   中間連結決算日の市場価  
  格等に基づく時価法（評価 
  差額は全部資本直入法によ 
  り処理し、売却原価は移動 
  平均法により算定）を採用 
  しております。

(1) 重要な資産の評価基準及び評価
方法 
①有価証券 
 その他有価証券 
  時価のあるもの 
     ──────

(1) 重要な資産の評価基準及び評価
方法 
①有価証券 
その他有価証券 
  時価のあるもの 
   決算日の市場価格等に基 
  づく時価法（評価差額は全 
  部資本直入法により処理 
  し、売却原価は移動平均法 
  により算定）を採用してお  
 ります。

    時価のないもの 
    移動平均法による原価法  
    を採用しております。
   

時価のないもの 
   移動平均法による原価を
採用しております。 
  なお、投資事業有限責任
組合（証券取引法第２条２項
により、有価証券とみなされ
るもの）については、組合の
決算書に基づいて、持分相当
額を純額で取り込む方法によ
っております。

  時価のないもの 
    移動平均法による原価法  
    を採用しております。

②デリバティブ 
    時価法を採用しております。

③たな卸資産 
製品 
   先入先出法による原価法を 
  採用しております。

 仕掛品 
  個別法による原価法を採用 
 しおります。

 貯蔵品 
  最終仕入原価法を採用して 
 おります。
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前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
 至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(2) 重要な減価償却資産の減価償
却の方法
①有形固定資産

 定率法を採用しておりま
す。
 なお、主な耐用年数は以下
のとおりです。

(2) 重要な減価償却資産の減価償
却の方法
①有形固定資産

    同左

(2) 重要な減価償却資産の減価償
却の方法
①有形固定資産

      同左

建物     ８～18年

工具器具備品 ２～15年

②無形固定資産
ａ市場販売目的のソフトウェ

ア
 販売見込期間（３年）に

よる定額法を採用してお
ります。

②無形固定資産
ａ市場販売目的のソフトウェ

ア
       同左

②無形固定資産
ａ市場販売目的のソフトウェ

ア
      同左

ｂ自社利用目的のソフトウェ
ア
 社内における見込利用可

能期間（５年）による定
額法を採用しておりま
す。

ｂ自社利用目的のソフトウェ
ア

       同左

ｂ自社利用目的のソフトウェ
ア

      同左

ｃ著作権
 社内における見込利用可

能期間（５年）による定
額法を採用しておりま
す。

ｃ著作権
──────

ｃ著作権
社内における見込利用可
能期間（５年）による定
額法を採用しておりま
す。

③長期前払費用
 定額法を採用しておりま
す。

③長期前払費用
       同左

③長期前払費用
      同左

(3) 重要な引当金の計上基準
①貸倒引当金

 債権の貸倒による損失に備
えるため、一般債権について
は貸倒実績率により、貸倒懸
念債権等特定の債権について
は個別に回収可能性を勘案
し、回収不能見込額を計上し
ております。
 なお、当中間連結会計期間
において計上額はありませ
ん。

(3) 重要な引当金の計上基準
①貸倒引当金

 債権の貸倒による損失に備
えるため、一般債権について
は貸倒実績率により、貸倒懸
念債権等特定の債権について
は個別に回収可能性を勘案
し、回収不能見込額を計上し
ております。 
 

(3) 重要な引当金の計上基準
①貸倒引当金

  同左

②賞与引当金
従業員の賞与の支給に充てる

ため、賞与支給見込額のうち当
中間連結会計期間負担額を計上
しております。

②賞与引当金
       同左

②賞与引当金
従業員の賞与の支給に充てる

ため、賞与支給見込額のうち当
連結会計年度負担額を計上して
おります。

   ③投資損失引当金   
  関係会社への投資に係る損

失に備えるため、当該会社の
財政状態及び回収可能性を勘
案して、必要額を計上してお
ります。

④退職給付引当金
  一部の連結子会社の従業員

の退職給付に備えるため、期
末自己要支給額にもとづき、
当中間連結会計期間末におい
て発生していると認められる
額を計上しております。  

   

⑤債務保証損失引当金
   関係会社の保証債務の履行

に伴い発生する損失に備える
ため損失見込額を計上してお
ります。
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前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
  至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
  至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(4) 重要なヘッジ会計の方法
①ヘッジ会計の方法

 繰延ヘッジ処理を採用して
おります。なお、特例処理の
要件を満たす金利スワップに
ついては、特例処理を採用し
ております。

(4) 重要なヘッジ会計の方法
──────

(4) 重要なヘッジ会計の方法
①ヘッジ会計の方法

 繰延ヘッジ処理を採用して
おります。なお、特例処理の
要件を満たす金利スワップに
ついては、特例処理を採用し
ております。   

②ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段・・・金利スワッ

プ
ヘッジ対象・・・借入金利息

②ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段・・・金利スワッ
プ

 ヘッジ対象・・・借入金利息
③ヘッジ方針

 金利変動リスクのヘッジ、
資金調達コストの低減等を目
的として金利スワップ取引を
利用することとしており、投
機的な取引は行わない方針で
あります。

③ヘッジ方針
 金利変動リスクのヘッジ、
資金調達コストの低減等を目
的として金利スワップ取引を
利用することとしており、投
機的な取引は行わない方針で
あります。

④ヘッジの有効性評価の方法
 特例処理の要件を満たす金
利スワップについては、ヘッ
ジの有効性の判定は省略して
おります。

④ヘッジの有効性評価の方法
 特例処理の要件を満たす金
利スワップについては、ヘッ
ジの有効性の判定は省略して
おります。 
 なお、ヘッジ会計を適用し
た金利スワップ契約は当連結
会計年度内に満了しておりま
す。従いまして、連結決算日
現在ではヘッジ手段及びヘッ
ジ対象とも消滅しておりま
す。

(5) その他中間連結財務諸表作成
のための基本となる重要な事項
 消費税等の処理方法

 消費税等の会計処理は、税
抜方式によっております。

(5) その他中間連結財務諸表作成
のための基本となる重要な事項
 消費税等の処理方法

    同左

(5) その他連結財務諸表作成のた
めの基本となる重要な事項
 消費税等の処理方法

    同左

５ 中間連結キャッシュ・フロー計
算書における資金の範囲
 手許現金、要求払預金及び取得

日から３ヶ月以内に満期日又は償

還日の到来する流動性の高い、容

易に換金可能であり、かつ、価値

の変動について僅少なリスクしか

負わない短期的な投資からなって

おります。

５ 中間連結キャッシュ・フロー計
算書における資金の範囲
     同左

５ 連結キャッシュ・フロー計算書
における資金の範囲
     同左
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会計処理の変更

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
 至 平成18年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日)

────── (貸借対照表の純資産の部の表示に
関する会計基準等） 
 当中間連結会計期間から「貸借対
照表の純資産の部の表示に関する会
計基準」（企業会計基準委員会 平
成17年12月９日企業会計基準第５
号）及び「貸借対照表の純資産の部
の表示に関する会計基準等の適用指
針」（企業会計基準委員会 平成17
年12月９日 企業会計基準適用指針
第８号）を適用しております。
 これによる損益に与える影響はあ
りません。なお、従来の「資本の
部」の 合 計 に 相 当 す る 金 額 は
507,175千円であります。
 中間連結財務諸表規則の改正によ
り、当中間連結会計期間における中
間連結財務諸表は、改正後の中間連
結財務諸表規則により作成しており
ます。

 （企業結合に係る会計基準等）
 当中間連結会計期間から「企業結
合に係る会計基準」（企業会計審議
会平成15年10月31日）及び「事業分
離等に関する会計基準」（企業会計
基準委員会 平成17年12月27日 企
業会計基準第7号）並びに「企業結
合会計基準及び事業分離会計基準に
関する適用指針」（企業会計基準委
員会 平成17年12月27日 企業会計
基準適用指針第10号）を適用してお
ります。

     ──────

表示方法の変更

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

――――― （中間連結貸借対照表） 

 前中間連結会計期間において投資その他の資産の「そ

の他」に含めて表示しておりました「投資有価証券」

（前中間連結会計期間136,440千円）については、資産

総額の100分の５超となったため、当中間連結会計期間

より区分掲記しております。

 前中間連結会計期間において投資その他の資産の「ソ

フトウェア」に含めて表示しておりました「ソフトウェ

ア仮勘定」（前中間連結会計期間66,295千円）について

は、重要性が増したため、当中間連結会計期間より区分

掲記しております。
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注記事項

(中間連結貸借対照表関係)

前中間連結会計期間末
(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成18年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

61,907千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

107,759千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

69,669千円

※２ 運転資金の効率的な調達を行

うため取引銀行１行と当座貸越

契約を締結しております。

   この契約に基づく当中間連結

会計期間末における当座貸越契

約に係る借入金未実行残高等は

次のとおりであります。

当座貸越極度額 100,000千円

借入実行残高 41,669千円

差引額 58,331千円

 

※２   ──────

   

 

※２   ──────

※３   ────── 

  

    

 

 

※３ 保証債務 

 連結子会社以外の会社の金融

機関からの借入金に対し、債務

保証を行っております。

㈱シーエスエル
ホールディング
ス

322,956千円

      上記の金額については、債務
    保証損失引当金（67,000千円） 
    を控除しております。  
 

※３   ────── 

  

    

 

※４   ―――――― ※４ 中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理については手形交

換日をもって決済処理しており

ます。 

 なお、当中間連結会計期間末

日が金融機関の休日であったた

め、次の中間連結会計期間末日

満期手形が、中間連結会計期間

末残高に含まれております。 

受取手形     3,402千円

※４   ―――――― 
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当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

      株式交換による増加       1,758.28株 

      新株予約権の権利行使による増加     20株 

  

２ 自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加    8.95株 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

 
(注) １ 目的となる株式の数は、権利行使可能数を記載しております。 

２ 目的となる株式の数の変動事由の概要 

  新株予約権の減少は、権利行使によるものであります。 
  

４ 配当に関する事項 

   該当事項はありません。 

 
  

 

(中間連結損益計算書関係)

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

※１    ―――――― 
  
 
  
 

 

※１ 固定資産除却損の内訳

 建物 3,068千円

 器具備品 541千円

計 3,610千円

 

 

※１ 固定資産除却損の内訳

 工具器具備品 738千円

     計 738千円

  
 

(中間連結株主資本等変動計算書関係)

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 56,935.20 1,778.28 － 58,713.48

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 4.40 8.95 － 13.35 

会社名 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数（株） 当中間連結
会計期間 
末残高 
（千円）

前連結
会計年度末

増加 減少
当中間連結 
会計期間末

提出会社
ストックオプション
としての新株予約権

普通株式 665 － 20 645 －
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(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

※ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

(平成17年９月30日現在)

現金及び預金勘定 3,075,220千円

預入れ期間が３ヵ月
を超える定期預金

△25,000千円

現金及び現金同等物 3,050,220千円
 

※ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

(平成18年９月30日現在)

現金及び預金勘定 1,317,603千円

預入れ期間が３ヵ月
を超える定期預金

△25,000千円

現金及び現金同等物 1,292,603千円

 

※ 現金及び現金同等物の期末残高

と連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係

 

(平成18年３月31日現在)

現金及び預金勘定 1,833,385千円

預入れ期間が３ヵ月
を超える定期預金

△25,000千円

現金及び現金同等物 1,808,385千円

65



前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

当社及び連結子会社の事業は、情報セキュリティ業ならびにこれらの付帯業務の単一事業でありま

す。従いまして、開示対象となるセグメントはありませんので、記載を省略しております。 

  

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

全セグメントの売上高の合計及び営業利益の金額に占める情報セキュリティ業ならびにこれらの付帯

業務の割合が90％を超えているため、事業種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

当社及び連結子会社の事業は、情報セキュリティ業ならびにこれらの付帯業務の単一事業でありま

す。従いまして、開示対象となるセグメントはありませんので、記載を省略しております。 

  

  

前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

在外子会社及び重要な在外支店がないため、記載を省略しております。 

  

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

在外子会社及び重要な在外支店がないため、記載を省略しております。 

  

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

在外子会社及び重要な在外支店がないため、記載を省略しております。 

  

  

前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

前中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）においては、海外売上がないた

め、該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）においては、海外売上がないた

め、該当事項はありません。 

  

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

前連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）においては、海外売上がないため、

該当事項はありません。 

  

セグメント情報

１ 事業の種類別セグメント情報

２ 所在地別セグメント情報

３ 海外売上高
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該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

  

前中間連結会計期間末（平成17年９月30日現在） 

  

１ 時価評価されていない主な有価証券 

 
  

当中間連結会計期間末（平成18年９月30日現在） 

  

１ 時価評価されていない主な有価証券 

 
    (注)  表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。 

       なお、中間連結会計年度において、減損処理を行い投資有価証券評価損34,477千円を計   

      上しております。 

前連結会計年度（平成18年３月31日現在） 

  

１ 時価評価されていない主な有価証券 

   

リース取引関係

前中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）

有価証券関係

区分
中間連結貸借対照表

計上額（千円）

(1) その他有価証券

 ①非上場株式 136,440

合計 136,440

区分
中間連結貸借対照表

計上額（千円）

(1) 関連会社株式 196,126

(2) その他有価証券

 ①非上場株式 137,563

 ②転換社債型新株予約権付社債 410,000

 ③投資事業有限責任組合への出 
  資持分 

100,000

合計 843,689

区分
連結貸借対照表
計上額（千円）

(1) その他有価証券

 ①社債 200,000

 ②非上場株式 206,440

合計 406,440
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前中間連結会計期間末（平成17年９月30日現在）   

  金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象から 

 除いております。  

  

 当中間連結会計期間末（平成18年９月30日現在） 

 

なお、ヘッジ会計を適用した金利スワップ契約は当連結会計年度内に満了しております。 

従いまして、連結決算日現在ではヘッジ手段及びヘッジ対象とも消滅しております。 

  

デリバティブ取引関係

区分 種類
契約額等
（千円）

契約額等のう
ち１年超 
（千円）

時価 
（千円）

評価損益
（千円）

市場取引以外の取引

スワップ取引
受取変動・支払固定

25,000 15,000 122 122

合計 25,000 15,000 122 122

 (注)１．時価の算定方法については、取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定し 

           ております。 

   ２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

  

 前連結会計年度（平成18年３月31日現在) 

   金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象から    

 除いております。   
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(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

 
 

２ １株当たり中間(当期)純損失 

１株当たり情報

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 26,030円46銭 １株当たり純資産額 8,640円10銭 １株当たり純資産額 19,691円09銭

１株当たり 
中間純損失 1,365円14銭

１株当たり
中間純損失 14,215円61銭

１株当たり
当期純損失 7,847円81銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、潜在株式は

存在するものの、１株当たり中間純

損失であるため、記載しておりませ

ん。

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、潜在株式は

存在するものの、１株当たり中間純

損失であるため、記載しておりませ

ん。

なお、潜在株式調整後１株当たり中
間純利益については、潜在株式は存在
するものの、１株当たり中間純損失で
あるため、記載しておりません。

項目
前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

中間連結貸借対照表の純資産の

部の合計額（千円）
－ 541,452 －

普通株式に係る純資産額（千

円）
－ 541,452 －

普通株式の発行済株式数（株） － 58,713 －

普通株式の自己株式数（株） － 13 －

１株当たり純資産の算定に用い

られた普通株式の数（株)
－ 58,700 －

項目
前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

中間連結損益計算書(連結損益計

算書)上の中間（当期）純損失

(千円)

77,403 823,734 445,498

普通株式に係る中間（当期）純

損失（千円)
77,403 823,734 445,498

普通株主に帰属しない金額(千

円)
－ － －

普通株式の期中平均株式数(株) 56,700 57,945 56,767

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益の算定に用いら

れた中間（当期）純利益調整額

の主要な内訳（千円）

－ － －

中間（当期）純利益調整額（千

円）
－ － －

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益の算定に用いら

れた普通株式増加数の主要な内

訳（株）

 新株引受権 － － 3

 新株予約権 － － 606

 転換社債型新株予約権付社債 － － 7,283

普通株式増加数（株） － － 7,892

希薄化効果を有しないため、潜

在株式調整後１株当たり中間(当

期)純利益の算定に含まれなかっ

た潜在株式の概要

 新株予約権（新株予

約権の数880個）及び合

併により承継した新株

引受権（新株引受権の

数6.9個）

－

新株予約権（新株予約

権の数606個）、新株引

受権（新株引受権の数

３個）及び転換社債型

新株予約権付社債に付

された新株予約権（新
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株予約権の数7,283個）
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当社の事業内容は、情報セキュリティの要素技術の研究開発、販売及びライセンスの供与等となっており、生産

実績については記載しておりません。 

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。  

  

 

(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。  

       ２ 当中間連結会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対す 

          る割合は、次のとおりであります。 

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

5. 生産、受注及び販売の状況

(1) 生産実績

(2) 受注実績

（単位：千円）

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

比較増減（自 平成17年４月１日
   至 平成17年９月30

日）

（自 平成18年４月１日
   至 平成18年９月30

日）

受注高 受注残高 受注高 受注残高   受注高 前年同期比
（％）

  受託開発 13,720 － 11,870 － △1,850 86.5

(3) 販売実績

（単位：千円）

品目別

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

比較増減（自 平成17年４月１日
   至 平成17年９月30

日）

（自 平成18年４月１日
   至 平成18年９月30

日）

金額 金額 金額 前年同期比

情報セキュリティ事業

    セキュリティ製品販売 309,940 316,223 6,283 102.0

    ライセンス収入 279,128 94,262 △184,866 33.8

    受託開発 16,720 11,870 △4,850 71.0

    その他 70,879 134,037 63,158 189.1

合計 676,668 556,393 △120,275 82.2

相手先
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

販売高（千円） 割合（％） 販売高（千円） 割合（％）

 ネクスト・イット株式会社 ― ― 89,520 16.1

 株式会社ファースト ― ― 70,000 12.6

 株式会社ライブドア ― ― 63,869 11.5

 因幡電機産業株式会社 ― ― 63,063 11.3

富士電機ITソリューション株式会社 125,946 18.6 ―

株式会社インテリジェントウェイブ 95,830 14.2 ―

デジタルテクノロジー株式会社 80,000 11.8 ―
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